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第Ⅰ章 序論 

我が国の人々の健康状態は、第二次世界大戦以降、国民皆保険などの社会保障制度の整備

や生活習慣病の改善を目的とした国民健康づくり運動の推進などにより、現在までに寿命

および健康寿命が大幅に延伸している。しかし近年、社会経済の発展により生活様式の欧米

化が進み、それに伴い疾病構造にも変化が表れた。1980 年まで死因の第 1 位であった脳血

管疾患は徐々に低下していき、代わって悪性新生物と心疾患が上位を占めるようになった

1)。現在、これらの生活習慣病で死亡する割合が全死亡の約半数を占めるようになっている

1)。このように生活習慣病の罹患率や死亡率が変化した背景には、従来、農業や漁業などの

第 1次産業に従事し、高強度の身体活動を日常生活の中で行うことが多かった生活様式が、

経済の発展に伴い小売業やサービス業などといった第 3 次産業へ移行したことによる身体

活動量の減少が、主要な原因である。デスクで座りながら行う労働が増えていき、肉体労働

をする機会が減少してきた。さらに、機械化の進展により、自動車や電車などの乗り物の普

及、電化製品の自動化などにより、日常生活の中で身体を動かす機会が益々減少している。

このように我々の生活様式が大きく変化したことにより、「身体不活動」が蔓延しており、

生活習慣病の発症や全死亡の危険因子として国際的な問題となっている 2)。 

このような事態に対し、World Health Organization （WHO）は「健康のための身体活

動に対する国際勧告」を公表し、各国においても身体不活動に対する様々な指針が設けられ

ている 3)。本邦においては、健康日本 21（第 2 次）の取り組みとして、2013 年に厚生労働

省が「健康づくりのための身体活動基準 2013」を制定し、65 歳未満は中強度以上の身体活

動を 1 日 60 分以上（週 23Mets・時以上）、65 歳以上は強度を問わず 1 日 40 分以上（週

10Mets・時以上）を推奨している 4)。しかし、健康に効果があるとされる中～高強度の運

動・身体活動は、日常生活に占める割合がわずか 5 %であり、低強度の身体活動が 35～40％、

座位行動が 55～60％を占めている 5)。 

座位行動については、中～高強度の運動・身体活動に比べて定量化が難しく、疾患の発症
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や死亡との関連性がようやく報告され始めたところである。座位時間について、先進国と発

展途上国を含めた 20 か国で比較した調査において、本邦は 1 日当たり約 7 時間と最長であ

ったことが報告されている 6)。座位時間が健康に及ぼす影響については、長い者ほど死亡リ

スクが高くなり、このリスクは中～高強度の運動・身体活動よって身体活動量を増加させて

も相殺されないことが報告されている 7)。これらのことから、「身体不活動」の定義を中～

高強度の運動・身体活動量の推奨量を充足していない状態とするだけではなく、座位行動が

冗長した状態も考慮する必要がある。 

近年、身体不活動と健康格差との関連性が注目され、WHOは健康格差をもたらす社会経

済的格差の是正を課題として挙げている 8)。社会経済的に教育歴や収入が低い者は、高い者

に比べて、不健康な生活習慣を有し、糖尿病や心疾患などの発症頻度が高く、寿命が短いこ

とが報告されている 9)。本邦は諸外国に比べて社会経済的格差が小さいと言われてきたが、

近年では拡大しており、健康に及ぼす弊害について報告され始めている 10)。そのため、健

康日本 21（第二次）において、社会的格差の是正が公衆衛生上の新たな課題として挙げら

れている 11)。しかし、本邦において身体不活動と社会経済的要因との関連について検討し

た研究では、「身体不活動」を WHO や健康日本 21（第二次）が推奨する中～高強度の運

動・身体活動量が充足していない状態と定義しているため 12～14)、座位行動が冗長した状態

については含まれていない。また、座位行動については近年着目され始めたところであり、

十分なエビデンスは蓄積されておらず、今後さらなる疫学研究が待たれるところである。そ

のため、本研究では本邦における身体活動の実態を 1 日の全身体活動量および座位行動の

観点から把握し、どのような社会経済的要因を有する者が身体不活動に陥るリスクがある

のかを解明し、公衆衛生上の政策や提言の一助とすることを目的とする。
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第Ⅱ章 文献研究 

Ⅱ－ 1 身体活動と身体不活動 

身体活動とは、「安静にしている状態より多くのエネルギーを消費するすべての動作」で

あり、運動に限らず、仕事や家事などにおける生活活動も身体活動に含まれる 15)。身体活

動には、心肺機能、代謝機能などの身体機能を高め、疾病を予防するだけでなく、気分転換

やストレスの解消といった精神的効果もあることが明らかとなっている 16～18)。身体活動は、

エネルギー消費をするだけでなく、心身のバランスを保ち健康を保持することにつながる。 

従来、ヒトは農業や漁業などの第 1 次産業に従事し、徒歩による移動をしていたため、強

度の高い身体活動を日常生活の中で実施できていた。しかし経済発展に伴い、労働や家事の

機械化、交通機関などの発達によって、身体活動量が徐々に減少してきている。そのため、

このような生活様式の変化によって、「身体不活動」という重篤な健康課題が生じている。 

「身体不活動」は、厳密な定義がない。これまでの先行研究においては、WHOが推奨し

ている「週 150 分以上の中強度以上の身体活動または週 75 分以上の高強度の身体活動を実

施すること」あるいは「中等度の身体活動をほぼ毎日 30 分以上実施すること｣を充足して

いない状態を「身体不活動」と定義しているものが多い 19,20)。身体活動量については、男性

が女性に比べて多く、20 歳代で最高値となり、年齢が上がるにつれて徐々に減少すること

が明らかとなっているが 21,22)、先行研究では性別や年齢から生じる身体活動量の差につい

て考慮した評価はされていない。 

 

Ⅱ－ 2 身体活動量の評価方法 

身体活動は、その活動内容を行動別に分類すると「運動」と「生活行動」に大別される。

「運動」は、体力の維持・向上のために意図的に実施するもので、レクリエーションやスポ

ーツが含まれる 23)。一方、「生活活動」は運動以外のものを指し、就労、通勤、家事などと

いった日常生活行動が含まれる。1 日の身体活動の大部分は「生活活動」が占める 23)。 
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身体活動によるエネルギー消費を簡便に評価する方法は、加速度計、活動量計といった器

機を用いて客観的に測定する方法、または自記式質問票を用いて活動の記録をする主観的

な方法に大別される。身体活動量を表す指標は、消費エネルギー量、Mets、歩数、活動時

間、スコア、頻度など様々なものが用いられている。 

加速度計、活動量計は、内蔵されている加速度センサーによって加速度のパターンから運

動の種類・強度を推測して、日常生活の総消費エネルギー量を簡易的に推定できる。精度の

高い器機であるため信頼性が高く、小規模集団や異なる集団を比較することに適している。

器機は入浴時に外す必要があるが、普段通りに生活を送ることができるため対象者への負

担は比較的小さい。しかし、内蔵されている活動強度推定のためのアルゴリズムは様々であ

り、推定された結果については少なからず誤差が生じる可能性がある 24)。しかしながら、

科学技術の発展により、日常生活に散在する活動の間の細切れの身体活動や低強度の身体

活動を含む評価が可能となってきている。 

自記式質問紙は、対象者が質問紙に活動内容を回答し、活動量を算出する方法である。成

人の身体活動量においては、国際標準化身体活動質問票（International physical activity 

questionnaire）を代表として、多岐にわたる自記式質問紙が採用されている 25)。自記式質

問紙は、24 時間の活動内容と各活動の Mets 値や強度が把握できていれば、中～高強度の

運動・身体活動のみならず、1 日あたりの総エネルギー消費量を推定することが可能である。

また、安価で短時間に調査が可能であるため、コホート研究などで大規模集団を対象とする

場合に適している 25)。しかし、対象者が行動を思い出し回答するため「思い出しバイアス」

が生じる可能性がある。また、用いる自記式質問紙の種類によって活動に割り当てられてい

る Mets 値や強度に割り当てられている係数が異なるため、評価する際には注意が必要であ

る 25,26)。以上のことより、身体活動によるエネルギー消費を推定する各種方法には長短が

あるため、その特徴をよく理解して結果の解釈をする必要がある。 
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Ⅱ－ 3 身体活動の内訳 

1 日の身体活動量の内訳について強度別にみると、これまで身体活動量を高めるために推

奨されてきたスポーツ、運動、肉体労働を含む中～高強度の運動・身体活動は、1 日の覚醒

時間の約 5 %のみであった 5,27,28)。一方、歩行や家事といった生活行動が含まれる低強度の

身体活動は約 35～40%を占め、座位行動は約 55～60%を占める 5,27,28)。これらの報告から、

1 日の覚醒時間における約 95%を座位～低強度の身体活動で過ごしていることが明らかと

なっている。つまり、総身体活動量を評価する上では、中～高強度の身体活動・運動に比べ

て低強度の身体活動量と座位行動の時間が影響を及ぼす。先行研究では、公衆衛生上のガイ

ドラインが推奨している身体活動量を充足している者であっても、長時間の座位行動が健

康に悪影響を及ぼすと報告されており 7,29,30)、推奨している身体活動量を充足していたとし

ても座位行動が冗長していれば、「身体不活動」に該当する。このような知見が蓄積されて

きたことにより、近年では「身体不活動」の概念を明確化することが求められている。 

本邦においては、座位行動の時間が約 7 時/日と長く 6)、中～高強度の身体活動である「運

動」については、運動習慣者（1 回 30 分以上の運動を週 2 回以上実施し、1 年以上継続し

ている者）の割合が約 30%と横ばい状態が続いている 31)。このような身体活動の状況を考

慮すると、従来「運動不足」といわれてきた身体不活動だけでなく、座位行動が冗長してい

る状態も「身体不活動」の重要な要素として検討する必要がある。 

 

Ⅱ－ 4 身体不活動の現状 

身体不活動の現状については、WHOが2008年に15歳以上の人口の約31% （男性 28%、

女性 34%）が身体不活動であることを報告している。特に、アメリカ、東地中海地域、ヨー

ロッパ、西太平洋地域での割合が著しく高く、これらの地域では女性の約 50%、男性の約

40%をも占めている 32)。しかし、身体不活動の蔓延は今や欧米諸国などの先進国だけでな

く、社会経済、交通機関、都市化、文化的価値観の変化などによって発展途上国を含めた世
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界各国に拡大している。2012 年の Lee らの研究では、非感染性疾患による総死亡のうち 6

～10%に、身体不活動が寄与しており 9)、心筋梗塞では 30%にまで身体不活動の寄与が及ん

でいることを報告している 2)。加えて、身体不活動は喫煙や肥満に匹敵する危険因子であり、

身体不活動を是正することによって、世界人口の平均余命が 0.68 年長くなることが示され

ている 9)。 

本邦においては、身体不活動の割合は示されていないが、Ikeda らは本邦の非感染性疾患

による総死亡のうち、身体不活動は喫煙と高血圧に次ぐ第 3 位の危険因子であることを報

告している 33)。以上のことから、本邦の身体不活動の現状を考察すると、世界と比較して

身体不活動が疾病や死亡に及ぼす影響は大きいと言える。  

 

Ⅱ－ 5 身体活動と健康との関連 

身体活動と健康との関連を検討した有名な研究は、第二次世界大戦後に行われた Morris

らの疫学研究がある 34)。Morris らは、座位時間が長いバスの運転手の心疾患発症リスクが

高いことから、バスの運転手と車掌を対象とした比較研究を実施し、冠動脈疾患の危険因子

が身体不活動であることを指摘した。さらに交絡因子と予測したストレスの影響を検討す

るため、異なる職種を対象として検証を行った結果、身体不活動が心疾患の独立した危険因

子の一つであることを示唆した。また、1955 年に Taylor らによって 40～65 歳の鉄道労働

者の仕事における身体活動と心疾患との関連性が調査され、座位時間が長い労働者の死亡

率が、短い労働者に比べて 2 倍であったと報告された 35)。戦後、西洋を中心に、身体活動

と心疾患や総死亡率との関連について注目が集まり、1950 年代は身体活動として労働時間、

1960 年代は余暇時間について検討され、1970 年代は身体活動の評価方法について検討さ

れた。その後、大規模なコホート調査が実施されるようになり、Paffenbarger らは、Harvard 

Alumni Health Study において 35～74 歳の 16,936 人を対象に 12～16 年間の追跡調査を

行い、身体活動と総死亡との関連を検討した 36)。その結果、身体活動が 2000kcal/週以上の
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群の死亡率は、2000 kcal/週未満の群の死亡率に比べて 25～30%程度低く、すべての年齢層

において身体活動量が多い者ほど総死亡率が低下していたことを報告し、飲酒、喫煙、高血

圧、体重増加といった危険因子から独立した関連を有していたことを示した 36)。 1980 年

代以降には、無作為化比較試験やメタ解析が実施されている。 1997 年に Rosengren らは

7,142 人を対象とした 20 年間の追跡調査を実施し、身体活動量が高い群の死亡率は最も少

なかった群の死亡率と比較して、危険因子を調整した上でも 30%低かったことを報告して

いる 37)。以上の先行研究の結果より、身体活動と心疾患の発症や総死亡には有意な関連が

あり、身体活動量が少ない者は心疾患や総死亡のリスクが高いことが明らかとなっている。 

本邦においても 2000 年頃から身体不活動と総死亡との関連について研究が始まった。

Fujita らは 40～64 歳の男性 20,004 人、女性 21,159 人を対象に平均 11 年間の追跡調査を

実施した結果、危険因子を調整後の総死亡の相対リスクを 1 日の平均歩行時間 60 分以上と

比較して、30 分未満では 1.16、30～60 分では 1.06 であったと報告し、歩行時間が総死亡

と関連していることを報告した 38)。また、Inoue らは 45～74 歳の男性 39,183 人、女性

43,851 人を対象に平均 8.7 年間の追跡調査を実施し、1 日の総身体活動量から総死亡のハ

ザード比を分析した結果、身体活動量の最も低い群と比べて最も高い群の総死亡ハザード

比は男性で 0.73、女性 0.61 と有意に低くなることを報告した 39)。このように本邦において

も身体活動について新たな知見が蓄積されつつある。 

 

Ⅱ－ 6 座位時間について 

座位行動は、「座位および臥位によるエネルギー消費量が 1.5Mets 以下のすべての覚醒行

動」という定義がなされている 40)。前節で述べたように座位行動は、1 日の覚醒時間の約

60%をも占めており 5,27,28)、テレビ視聴、コンピュータや携帯電話の使用、食事、自動車の

運転などといったさまざまな日常生活行動が含まれる。 

座位行動は、Owen らによって 2000 年当初から着目され 41)、その後研究が盛んに行われ
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ている。これまでの先行研究では、全座位時間、テレビ視聴時間を用いて健康との関連につ

いて検討したものが多く報告されている 42~45)。総座位時間が長いことは、2 型糖尿病、心

疾患、悪性腫瘍の発症リスクだけでなく、総死亡とも関連を持つことが明らかとなっている

30,42)。van der Ploeg らの報告では、WHOが推奨している身体活動量を充足していたとし

ても、総座位時間が 4 時間未満/日に比べて、4 時間以上 8 時間未満/日、8 時間以上 11 時間

未満/日、11 時間以上/日と延長するごとに総死亡リスクが 11%ずつ高くなることを示し、長

時間の座位行動が死亡リスクに関連することを報告した 42)。 

テレビ視聴は、デスクワークや自動車の運転などの座位行動と比べると、大衆的な娯楽と

して定着しており、最も一般的な余暇の過ごし方となっている。日本では、テレビの視聴時

間が 1980 年から 2010 年まで増加していたが、それ以降は 10～20 代の若年層において携

帯電話やインターネットが普及し始め、テレビ視聴時間は減少してきている 46)。一方、60

代以上ではテレビ視聴時間が、緩やかに増加している。Shibata らの調査では、65 歳以上

の高齢者は 1 日 8.8 時間も座位行動に費やしており、その中でテレビ視聴時間は、45.5%と

最も高い割合を占めていることを報告している 47)。 

テレビ視聴時間と健康との関連については、WHO が推奨している身体活動量を充足して

いても、長時間のテレビ視聴によって心疾患や 2 型糖尿病の発症、総死亡リスクが量反応

的に高まることが報告さている 5,44,45,48,49)。また、Veerman らの報告では、25 歳以上の成

人においてテレビ視聴時間が 1 時間延長するごとに、平均寿命が 21.8 分短くなることが報

告されている 44)。このように長時間のテレビ視聴は、疾病や死亡に及ぼす影響が大きいこ

とが明らかとなっている。 

WHO や健康日本 21 において、中～高強度の運動・身体活動を増やすことが推奨されて

きたが、座位行動と健康との関連が明らかになるにつれ、近年では座位行動の健康への弊害

が大きく注目されるようになった。2020 年 11 月に WHO は“physical activity and 

sedentary behaviour ” を公表し、そのガイドラインの中で、座位行動を極力減らすことや
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他の身体活動に置き換えるよう推奨している 50)。 

本邦においては、日本内科学会を中心に、脳血管疾患病予防のための包括的管理チャート

を作成し、生活習慣の改善として身体活動・運動の項目が設けられている 51)。その中で、

中等度以上の強度の有酸素運動を毎日 30 分以上目標に実施するだけでなく、「日常生活の

中で座位行動を減らし、少しでも活動的な生活を送るようにする」と注意喚起をしている。

このように一部では座位行動の健康への弊害について着目され始めたが、ガイドライン等

でテレビ視聴時間や座位行動の具体的な指針については言及されていないのが本邦の実状

である。したがって、計画的に実施する中～高強度の運動・身体活動量だけでなく、本邦に

おける座位行動に関する背景や関連する要因について解明し、エビデンスを蓄積していく

必要があるものと考える。 

 

Ⅱ－ 7 社会経済的格差による健康格差 

生まれ育った地域といった社会的属性、学歴、職業、収入といった社会経済状況により健

康行動や健康状態に差が生じる。これを「健康格差」とよび、近年の保健医療福祉の重要な

課題となっている。2008 年に WHOは「Closing the gap in a generation: health equity 

through action on the social determinants of health: final report of the Commission on 

Social Determinants of Health 2008」を出版し、貧困など社会経済的地位が人々の健康の

大きな決定要因になっていることについて言及し 52)、社会的決定要因による健康の不平等

を改善する取り組みを進めているところである。 

社会経済要因と健康状態が関連する背景には、社会経済の勾配によって差が生じること

が健康意識や行動に影響するためである 53)。学歴、職業、収入といった社会経済的要因は

相互に関連しており、生まれ育った家庭や地域、受けてきた教育の長さが職業の選択に影響

を与え、職業の社会経済的地位に比例し収入の高低差が生じる。このような背景から社会経

済的地位が低い層では、教育歴の短さに比例して収入が少なくなる。そのため自己負担の支
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払いが困難なために医療機関の受診を控え、健康診断を受けない、必要な食糧・物資・サー

ビスを獲得しにくいことが報告されている 54)。このような影響から社会経済的地位の低さ

は、健康に対する意識や行動だけでなく、脳卒中、心臓疾患、糖尿病、肥満といった生活習

慣病の発症リスクを高め、平均余命を短縮する危険因子であることが報告されている 55)。 

本邦は諸外国に比べて社会経済的格差が比較的小さいと言われてきたが、1990 年頃から

社会経済が低迷した影響を受けて、貧困率は徐々に上昇しており、2012 年の国民生活基礎

調査では貧困率が 16.1%にまで上がっている 56)。このように社会経済的格差が拡大してお

り、その影響は健康にも及んでいることが指摘されている 10)。健康日本 21（第二次）では、

「健康格差」が初めて明記され、「健康格差の縮小」を目標とした取り組みが始まった 11)。

これまでの先行研究では、社会経済的地位が低い層は、喫煙や過度な飲酒の割合が高く、食

事の質が良くないというような、不健康な生活習慣を持つことが報告されている 57~59)。し

かしながら、本邦において社会経済格差と身体不活動との関連について検討した報告は極

めて少ない。 

身体不活動な時間を減らして身体活動量を高めるためには、まずはリスクを保有する個

人・集団と社会経済的要因を同定し、ポピュレーションアプローチにて検討する必要がある。

しかしながら、身体活動は個人属性、社会経済状況、居住環境、生活習慣といった様々な影

響を受ける。本邦では、労働人口の減少、婚姻率の低下、少子高齢化といった社会問題があ

ることに加え、家庭内の性的役割に独自の文化的背景を有している 60)。そのため、本邦に

諸外国の知見を適応することは難しいと考える。そこで、本邦を代表する一般集団を対象と

して、身体不活動に関する状況を把握すること、身体不活動と社会経済的要因との関連性に

ついて検証することが極めて重要である。 
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第Ⅲ章 身体不活動と社会的要因との関連について 

Ⅲ－ 1 研究目的  

身体不活動は、冠動脈疾患、乳がんや大腸がん、2 型糖尿病などの非感染性疾患の発症リ

スクを高めるだけでなく、死亡リスクも高めることが明らかになっている 9)。WHOの調査

では、身体不活動は非感染性疾患による死亡の主要な危険因子の 1 つであり 61)、先進国で

は WHOが推奨する身体活動量を充足していない身体不活動者の割合は、2001 年から 2016

年の間に 31.6%から 36.8%にまで増加している 62)。このような身体活動量の減少は、国民

総生産の高さと対応していることが指摘されている 62）。つまり、身体不活動は社会経済的

な影響を受けやすいと言える。本邦では、非感染性疾患による死亡の危険因子として身体不

活動が高血圧、喫煙に次ぐ第 3 位であることが報告されており 33)、世界に比べて疾病や死

亡に及ぼす影響が大きいと考えられる。 

社会経済的要因（雇用形態、教育水準、所得水準など）が健康に及ぼす影響については、

2000 年頃より関心が高まり、身体不活動との関連性についても報告されているが、多くは

欧米を中心とした諸外国での報告である 19~21)。本邦からは 6 件の報告があり 12~14,47,57,63)、

教育歴は他国と同様に多くの研究で身体不活動との関連要因として挙げられているが、性

別により関連性が異なること 63)、長短に関わらず身体不活動に関連していることが報告さ

れている 47,57,63）。所得については、低収入が身体不活動のリスク要因になることを示した

報告が 2 件ある 12,14)。婚姻状況については、既婚女性の身体活動が活発であったという報

告が 1 件あった 47)。このように身体不活動に関連する社会経済的要因が共通していない理

由には以下の 3 つがあると考える。1 つ目に、各研究において身体活動量の調査方法や「身

体不活動」の定義が異なっていたこと。2 つ目に、社会経済的地位が高い層は、座位での労

働時間が長いため余暇に運動する頻度が高く、一方低い層は肉体労働の時間が長く、余暇に

運動する頻度は少ない 64,65)。そのため、研究に用いる「身体不活動」の定義によって、労働

時間の身体活動量が評価されていない可能性がある。3 つ目に、対象者の職業、居住地域、
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年齢が限定されており、対象者の「選択バイアス」が生じている可能性がある。加えて、調

査方法がインターネットや郵送によるアンケートを用いているため 13,57)、データの精度が

低い可能性がある 12,14)。2010 年以降では、本邦における身体不活動と社会経済的要因との

関連についての報告は、1 件のみであった。近年、日本では社会経済的格差の拡大から、健

康に有害な影響が及ぶことが懸念されている 10)。NIPPON DATA2010 (National 

Integrated Project for Prospective Observation of Non-communicable Disease And its 

Trends in the Aged 2010）は、社会経済的要因が健康に与える影響に焦点を当てた国内の

大規模コホート研究であり、対象者は日本全国から無作為抽出された 300 地区の成人が参

加している 66)。そこで本研究では、これらの本邦を代表する一般集団のベースラインデー

タを用い、1 日の総身体活動量の実態を把握すること、身体不活動と社会経済的要因との関

連について検討することを目的とした。本研究のポピュレーションスターディによって得

られるエビデンスは、身体不活動に陥りやすい社会経済的要因を実際的に同定できること

から、今後のハイリスクアプローチに活用できるものと考えられる。 

 

Ⅲ－ 2 研究方法 

1) 研究対象者 

循環器疾患に関する前向きコホート研究として、2010 年に NIPPON DATA2010 が開始

された 66)。厚生労働省によって実施された 2010 年の「国民健康・栄養調査」は、同年の「国

民生活基礎調査」 （5,510 世帯および世帯員約 75 万人）において設定された 11,000 単位

区から無作為抽出した全国 111 市町村における 300 箇所で実施され、「国民生活基礎調査」

を実施した 5,411 世帯のうち、転出した 54 世帯を除外した 5,357 世帯を調査対象としてい

る。調査が実施された世帯は 3,684 世帯であった。そのうち 20 歳以上の者は 7,881 人であ

った。NIPPON DATA2010 は、「国民健康・栄養調査」において血液検査を受けた 20 歳以

上の 3,873 人（男性 1,598 人、女性 2,275 人）を対象とし、2,898 人（男性 1,239 人、女性
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1,659 人）に参加の同意が得られた（応諾率 74.6%）。調査員が、登録前に全ての参加者か

ら口頭および書面にてインフォームド・コンセントを得た。「国民健康・栄養調査」および

「国民生活基礎調査」で得られたデータは、NIPPON DATA2010 のデータに統合した。本

研究では、2,898 人の参加者のうち、「国民健康・栄養調査」および「国民生活基礎調査」の

データを NIPPON DATA2010 のデータ欠損のため突合することができなかった 91 人を除

外した。さらに、90 歳以上の者 7 人、健康上の理由で運動ができない者 150 人、主要変数

が不足している者 41 人を除いた、20 歳以上 90 歳未満の 2,609 人（男性 1,132 人、女性

1,477 人）を解析対象者とした。また、本研究は滋賀医科大学の倫理審査委員会において承

認を得て実施した（承認番号 No．22-29、2010 年）。 

 

2) 身体活動指数 

身体活動量の評価は、「NIPPON DATA2010」のベースライン調査において 1 日の身体活

動の内容と時間を質問し、その合計が 24 時間になるように調査員が確認し、強度別に分類

した。強度別身体活動の分類は、（1）高強度の身体活動（建設作業、農業、ジョギングなど

のスポーツ）、（2）中強度の身体活動（立位での軽作業、家事、ガーデニング、ウォーキン

グなど）、（3）軽強度の身体活動（座位での軽作業、事務作業、自動車の運転、食事、入浴

など）、（4）座位行動 (テレビを見る、読書、会話、電話などの座位行動)、（5）身体活動な

し（睡眠、臥位）とした。 

身体活動指数（Physical activity index：以下 PAI）は、Framingham study で用いられ

た手順に従い各強度の身体活動に費やした時間に、各強度の身体活動に伴う酸素消費量に

対応した重み付け係数（係数：高強度の身体活動 5.0、中強度の身体活動 2.4、軽強度の身

体活動 1.5、座位行動 1.1、身体活動なし 1.0）を乗じて算出した 67)。 

総身体活動指数＝5.0×高強度の身体活動時間  ＋  2.4×中強度の身体活動時間  ＋      

1.5×軽強度の身体活動時間 ＋ 1.1×座位時間 ＋ 1.0×身体活動がなかった時間 
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先行研究では、身体不活動の定義を WHO が推奨している 1 週間の中強度の身体活動量

が充足していない状態としているが、PAI は 1 日の総身体活動量から算出しているため、

PAI における「身体不活動」のカットオフ値を適切に設定できないものと考えられた。また、

PAI の分布が性・年齢階級により異なっていたため、Framingham Study を参考に 68,69)、

PAI を性・年齢階級別に三分位に分け、第 1 三分位を「身体不活動」と定義づけた。 

 

3) 社会経済的要因 

就業状況については、「国民健康・栄養調査」より得た。居住状況、2010 年 5 月の月間家

計支出、家族人数、住宅所有の有無については、「国民生活基礎調査」より得た。2010 年 5

月の月間家計支出を、家族人数の平方根で除して等価平均支出を算出し、三分位にわけた。

「国民生活基礎調査」の自記式質問紙では、賃貸の居住者は支出の一部として家賃が考慮さ

れているが、住宅の保有者は支出の一部として住宅ローンの支払いが考慮されていないた

め、等価平均支出には住宅所有の有無を調整した。教育歴については、「NIPPON DATA2010」

より得た。 

社会経済的要因は、以下のように分類した。就業状況は、「就労（自営業を含む）」、「非就

労（学生、主婦を含む）」に分類し、「就労」を参照水準とした。学歴は、「中学校卒業」、「高

校卒業」、「短大以上卒業」に分類し、「中学校卒業」を参照水準とした。居住状況は、「配偶

者と同居」、「配偶者と非同居(独居、配偶者以外の者と同居を含む)」に分類し、「配偶者と同

居」を参照水準とした。等価平均支出は、「第 1 三分位（10 万 6 千円未満）」、「第 2 三分位

（10 万 6 千円以上～16 万 2 千円未満）」、「第 3 三分位（16 万 2 千円以上）」に分類し、「第

1 三分位」を参照水準とした。住宅所有の有無は、持ち家と回答した者は「住宅所有」、賃

貸住宅、社宅、貸間と回答した者は「賃貸」に分類し、等価平均支出に対して調整した。
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4) 生活習慣とその他の変数 

年齢、飲酒習慣、心筋梗塞・脳卒中の既往については、「国民健康・栄養調査」より得た。

同居家族状況については、「国民生活基礎調査」より得た。飲酒習慣は、「飲酒頻度」「1 回

あたりの飲酒量」を質問し、「現在飲酒」「過去飲酒」「非飲酒」に分類した。喫煙歴は、「た

ばこを吸ったことがあるか」「現在たばこを吸っているか」を質問し、「現在喫煙」「過去喫

煙」「非喫煙」に分類した。過去の脳卒中・心筋梗塞の既往歴は、「国民健康・栄養調査」か

ら得た。「国民健康・栄養調査」では、医師から脳卒中や心筋梗塞であると言われたことが

あるかどうかを尋ねた。これらの質問に「はい」と答えた参加者は、「過去に脳卒中や心筋

梗塞の既往歴がある」と定義し、いずれも「いいえ」と回答した者は「過去に脳卒中および

心筋梗塞の既往歴がない」に分類した。同居家族状況については、同居している配偶者以外

の家族について質問し、「配偶者以外の者と同居あり」「配偶者以外の者と同居なし」に分類

した。 

 

5) 解析方法 

就労、非就労といった社会的な生活状況は、性・年齢により異なること、本邦では終身雇

用制度により退職時の年齢が 60 歳と設定している職場が多いため、男性 / 女性および 60

歳未満（20～59 歳）/ 60 歳以上（60～89 歳）に層化した。 

1 日の総身体活動量の評価については、性・年齢階級別（20～29 歳、30～39 歳、40～49

歳、50～59 歳、60～69 歳、70～79 歳、80～89 歳）に PAI の中央値および四分位範囲の

分布を記述した。 

身体不活動と社会経済的要因との関連については、PAI を性・年齢階級別に三分位に分け

「身体不活動」と定義した第 1三分位に対するオッズ比 (Odds Ratio：以下OR) および 95%

信頼区間 (95%Confidence interval：以下 95%CI) を、多重ロジスティック回帰分析を用い

て算出した。モデルについては、各社会経済的要因に対する交絡因子の影響を確認するため
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に、以下の 3 つを作成した。モデル 1 では、各社会経済的要因（就業状況、教育歴、居住状

況、等価平均支出）に対して年齢のみを調整した。モデル 2 では、モデル 1 に加え交絡因子 

(飲酒習慣、喫煙習慣、過去の脳卒中・心筋梗塞の既往歴) を調整した。モデル 3 では、全て

の社会経済的要因と交絡因子を同時に調整した。また、等価平均支出に関する分析では、い

ずれのモデルに対しても住宅所有の有無を加えて調整した。 

全ての解析は SPSS version 25 for Windows を用い行い、有意水準を 5％未満とした。 

 

Ⅲ－ 3 結果 

1) 対象者の概要 

性・年代別に分け、年齢、就業状況、教育歴、等価平均支出、その他の変数の分布を Table 

3-1 に示した。就業状況については、非就労が 60 歳未満男性で 6.1%、60 歳以上男性で

55.0％、60 歳未満女性で 35.3%、60 歳以上女性で 76.6%であった。教育歴は、60 歳未満で

は「短大以上卒業」が約半数（男性 48.1%、女性 51.7%）であるのに対し、60 歳以上では

特に「中学校卒業」の割合が 60 歳未満に比べて著しく高かった。居住状況は、60 歳以上男

性では「配偶者と同居」が 84.6%と最も割合が高いのに対し、60 歳以上女性では 65.5%と

低かった。 

 

2) 身体活動指数の分布 

7 つの年齢階級における男女の PAI の中央値と四分位範囲について Table 3-2 に示した。

PAI の中央値は、男性では 30～39 歳が 38.6 と最も高く、女性では 40～49 歳が 38.0 と最

も高かった。PAI の中央値の分布は、年齢が上がるにつれて減少し、80～89 歳では男性が

30.8、女性が 32.9 で男女とも最も低かった。年齢階級ごとに男女の中央値を比べた結果、

50～59 歳、60～69 歳、70～79 歳において男女間に有意差があることが確認された。また、

各強度別身体活動における PAI の中央値および四分位範囲を Supplement Table 3-1、各社
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会経済的要因における PAI の平均値および 95%信頼区間を Supplement Table 3-2 に示し

た。 

 

3) 社会経済的要因と身体不活動との関連性 

性・年齢階級別の第 1 三分位の PAI を従属変数とし、社会経済的要因を独立変数とした

多重ロジスティック回帰分析の結果を Table 3-3 および Table 3-4 に示した。モデル 1 では

各社会経済的要因に年齢のみを調整、モデル 2 ではモデル 1 に加えて交絡因子を調整、モ

デル 3 では全ての独立変数および交絡因子を同時に調整した。就業状況について、モデル

1，2 では 60 歳未満女性の就業状況において有意な関連は認められなかったが、全ての要因

を調整したモデル 3では 60歳未満女性を含めた全ての群で非就労者は就労者に比べて身体

不活動に対するオッズ比が有意に高かった〔モデル 3：60 歳未満男性の OR 3.38 (95%CI, 

1.43－7.99)、60 歳未満女性の OR 1.46 (95%CI, 1.04－2.04)、60 歳以上男性の OR 2.17 

(95%CI, 1.51－3.14)、60 歳上女性の OR 1.72 (95%CI, 1.15－2.57)〕。居住状況については、

3 つのモデルとも同様の傾向を示した。60 歳未満男性では身体不活動量との有意な関連は

見られなかった。しかし、配偶者と同居していない 60 歳以上男性は、配偶者と同居してい

る者に比べて身体不活動のオッズ比が 3 つのモデルとも有意に高かった〔モデル 3：OR 1.63 

(95%CI, 1.03－2.56)〕。一方、60 歳未満女性では、配偶者と同居していない者は、配偶者と

同居している者よりも身体不活動に対するモデル 3 の OR はモデル 1，2 より有意に高かっ

たが〔モデル 3：OR 2.01 (95%CI, 1.37－2.94)〕、60 歳以上女性では有意な関連は認められ

なかった。教育歴と等価平均支出については、いずれの群においても身体不活動との有意な

関連は見られなかった。これらの結果は、Body mass index（BMI）や配偶者以外の者との

同居の有無を調整因子として加えた場合でも、同様の傾向であった（Supplement Table 3-

3）。 

 



18 

 

Ⅲ－4 考察 

本研究では、日本全国から無作為に抽出された 300 地区において国民健康・栄養調査に

参加した者のうち NIPPONDATA2010 の参加に同意の得られた者を対象とし、日本人一般

集団における性・年齢階級別の PAI の分布と、身体不活動と社会経済的要因との関連性を

検討した。その結果、いずれの群において「非就労」が身体不活動と関連していることが明

らかとなった。また、60 歳未満女性および 60 歳以上男性では、「配偶者と同居していない

こと」が、配偶者と同居していることに比べて身体不活動により強く関連していた。 

就業状況については、多くの先行研究で、非就労者は就労者に比べて身体活動量が少ない

ことが報告されている 70~72)。今回の研究は、これまでの先行研究の結果を追認するもので

あり、非就労であることは 60 歳未満の者だけでなく、60 歳以上の者においても身体不活動

との有意な関連性が認められた。60 歳以上の非就労者が身体不活動と有意に関連していた

理由は、生活習慣の変化が考えられる。先行研究によると、退職後はテレビを視聴する時間

や座位で過ごす時間が長くなる傾向にあるため 73~75)、今回の調査においても、このことが

60 歳以上の非就労者の身体不活動に関わる一因であると思われる。 

居住状況について、先行研究では未婚、独居、子供がいることが身体不活動のリスク要因

になることが報告されている 19,70,76,77)。本研究では、配偶者と同居していない 60 歳未満女

性と 60 歳以上男性は、身体不活動に対するオッズ比が有意に高かった。配偶者と同居して

いない 60 歳未満女性の身体活動量が少ない理由は、配偶者がいる者に比べて家事や育児な

ど家庭内の役割に費やす時間が短いためだと思われる。今回の調査では、配偶者と同居して

いない 60 歳未満女性の 71.3%が未婚であった。内閣府の調査によると、未婚女性と既婚女

性では、労働時間はわずかな差はあるものの、家事時間では約 4 時間もの差があることが

報告されている 78)。一方、男性では配偶者の有無による労働時間や家事時間に差がないこ

とも報告されている 78）。以上のように、配偶者の有無による家庭内の性的役割の違いが、

本邦の 60 歳未満女性の身体活動量に影響を及ぼすことが明らかとなった。 



19 

 

配偶者と同居していない 60 歳以上男性の身体不活動に関わるオッズ比が高い理由は、死

別や離婚などを契機にして配偶者を失ったことが影響しているのではないかと考える。先

行研究では、既婚男性の約 8 割が配偶者を「自分の健康の管理者」と認識していると報告し

ている 79)。また、配偶者と離婚や死別した高齢男性は、野菜摂取量の減少、喫煙やアルコ

ール摂取量の増加、ストレスや抑うつ状態の増加が見られている 80~83)。一方の 60 歳以上女

性では、配偶者との離婚や死別と健康行動との関連性は見られなかった。本邦の内閣府の調

査では、高齢男性の約 8 割は「配偶者に精神的に支えられている」と回答しているのに対し

て、女性では約半数に留まっていた 84)。前述のような配偶者の存在意義に対する性差は、

身体不活動と居住状況との関連における性差の説明理由になりうると考えられる。 

以上の結果から、特に高齢男性は、配偶者との離婚や死別を機に身体不活動に陥るリスク

が高いと言える。先行研究では、孤独感が高齢者の身体不活動の独立した危険因子であり 85)、

近隣住民との関係性も身体活動に関連することが報告されている 86,87)。職業の喪失、退職

による社会的地位の喪失、離婚や死別による精神的なサポートの喪失などによって引き起

こされる孤独感が、高齢男性の身体活動の低下に関係している可能性が考えられ、高齢男性

において孤独感を回避させることが、身体活動量の減少を防ぐための重要なポイントであ

ろう。したがって、本研究結果から本邦において身体活動量の減少を防ぐことを目的とした

集団的な介入研究をデザインする際には、就業状況と居住状況に注目する必要があること

が示唆された。退職者に対しては、退職する以前より就業先の会社や所属先での健診等の機

会において、退職後は生活習慣が変化しやすいことを健診や保健指導等の機会に周知し、具

体的な改善策を伝えることで、退職後の生活に対する意識を変えていくことが必要である

と考える。また、退職後にも社会との繋がりを保つことができるよう、再雇用やボランティ

ア活動などの機会や役割が持てるように行政や企業等が連携し、対策を講じていくことが

有効であると考える。独居者に対しては、居住する地域住民および行政と協力し、地域住民

の居住状況を把握し、独居になる以前から地域において近所付き合いや交流が増える機会
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を提供していくことが、独居となった際に身体活動量の維持に繋がるものと考える。 

本研究では、教育歴と等価平均支出は身体不活動と有意な関連がみられなかった。この結

果は、教育歴や収入が身体不活動の決定要因の 1つであるとした多くの先行研究とは 20,77,88）、

異なる結果であった。諸外国に比べて、本邦では教育歴や等価平均支出による社会経済的格

差が 1 日の総身体活動量に与える影響は小さいものと考えられる。しかし、本研究では月

間の総支出額を経済的指標として用いており、世帯年収や年間支出総額に比べて対象者の

経済状況を反映しにくかった可能性もあるため、さらなる検討が必要である。 

 本研究の強みは、対象者が全国から無作為抽出された 300 地区に居住している者を対象

としており、対象の性、年齢、居住地域に限定されていないため、本邦の一般集団の調査結

果を得ることができている点である。また、1 日の身体活動の内容について対象者が回答後

に調査員が面接によって行動の内容を確認し強度を分類しているため、より標準化された

結果を得られていると考える。 

一方、本研究の限界は、対象者が調査会場まで歩行できる者に限られているため、国民全

体の 1 日の身体活動量を評価し比べた場合に、身体活動量が多い集団を対象としている可

能性がある点である。また、脳卒中・心筋梗塞の既往歴については身体活動に影響を及ぼす

とことを考慮し交絡因子として調整しているが、その他の関節痛、腰痛、骨折などの整形外

科的疾患やパーキンソン病といった神経難病など身体活動に影響を及ぼす可能性がある疾

患については、有症の有無によって PAI の数値に差がないことを確認しているものの、交

絡因子には含めていないため、これらの影響については調整されていない点である。
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Ⅲ－5 小括 

日本人を代表する一般集団を対象とした全国調査から、PAI の分布については、男性では

30～39 歳、女性では 40～49 歳に最高値となり、年齢階級が上がるとともに低下していき、

男女ともに 80～89 歳が最低値となることが確認された。また、身体不活動と社会経済的要

因との関連については、就業状況において「非就労」が性年齢を問わず身体不活動と有意に

関連していた。さらに、居住状況に関しては、「配偶者と同居していないこと」が身体不活

動に関連していたが、性・年齢によって異なることが明らかとなった。 
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N  (%) 457 ( 40.4 ) 675 ( 59.6 ) 720 ( 48.7 ) 757 ( 51.3 )

Age, years (SD) 44.1 ( 10.7 ) 70.1 ( 6.9 )  43.8 ( 10.4 ) 70.1 ( 6.9 )

Body mass index, kg/m
2
  (SD) 24.1 ( 3.6 ) 23.8 ( 2.8 ) 21.9 ( 3.5 ) 23.1 ( 3.4 )

Employment status, n  (%)

     Working 429 ( 93.9 ) 304 ( 45.0 ) 466 ( 64.7 ) 177 ( 23.4 )

     Not working 28 ( 6.1 ) 371 ( 55.0 ) 254 ( 35.3 ) 580 ( 76.6 )

Educational attainment, n  (%)

     Junior high school 32 ( 7.0 ) 247 ( 36.6 ) 50 ( 6.9 ) 288 ( 38.0 )

     High school 205 ( 44.9 ) 276 ( 40.9 ) 298 ( 41.4 ) 373 ( 49.3 )

　  College or higher 220 ( 48.1 ) 152 ( 22.5 ) 372 ( 51.7 ) 96 ( 12.7 )

Living status, n  (%)

     Living with spouse 330 ( 72.2 ) 571 ( 84.6 ) 547 ( 76.0 ) 496 ( 65.5 )

     Not living with spouse 127 ( 28.8 ) 104 ( 15.4 ) 173 ( 24.0 ) 261 ( 34.5 )

Equivalent household expenditure, n  (%)

　  1st tertile 167 ( 36.5 ) 193 ( 28.6 ) 205 ( 28.5 ) 248 ( 32.8 )

　  2nd tertile 155 ( 33.9 ) 252 ( 37.3 ) 264 ( 36.7 ) 262 ( 34.6 )

　  3rd tertile 135 ( 29.5 ) 230 ( 34.1 ) 251 ( 34.9 ) 247 ( 32.6 )

Smoking habit, n  (%)

     Current smoker 176 ( 38.5 ) 136 ( 20.1 ) 79 ( 11.0 ) 16 ( 2.1 )

     Ex-smoker 125 ( 27.4 ) 303 ( 44.9 )  61.0 ( 8.5 ) 29 ( 3.8 )

     Non-smoker 156 ( 34.1 ) 236 ( 35.0 ) 580 ( 80.6 ) 712 ( 94.1 )

Alcohol drinking  habit, n  (%)

     Current drinker 339 ( 74.2 ) 488 ( 72.3 ) 344 ( 47.8 ) 198 ( 26.2 )

     Ex-drinker 6 ( 1.3 ) 30 ( 4.4 ) 12 ( 1.7 ) 8 ( 1.1 )

     Non-drinker 112 ( 24.5 ) 157 ( 23.3 ) 364 ( 50.6 ) 551 ( 72.8 )

House ownership, n  (%)

     Own house 344 ( 75.3 ) 574 ( 85.0 ) 540 ( 75.0 ) 661 ( 87.3 )

     Rented house 113 ( 24.7 ) 101 ( 15.0 ) 180 ( 25.0 ) 96 ( 12.7 )

Number of household member, n  (%)

  One 53 ( 11.6 ) 85 ( 12.6 ) 41 ( 5.7 ) 167 ( 22.1 )

  Two 78 ( 17.1 ) 347 ( 51.4 ) 170 ( 23.6 ) 350 ( 46.2 )

  Three or over 326 ( 71.3 ) 243 ( 36.0 ) 509 ( 70.7 ) 240 ( 31.7 )

Past histories, n  (%)

    Myocardial infarction 3 ( 0.7 ) 30 ( 4.4 ) 0 ( 0.0 ) 11 ( 1.5 )

    Stroke 8 ( 1.8 ) 48 ( 7.1 ) 1 ( 0.1 ) 33 ( 4.4 )

    Any of them 10 ( 2.2 ) 73 ( 10.8 ) 1 ( 0.1 ) 42 ( 5.5 )

Table 3-1.  Characteristics of study participants by sex and age groups

Men (n =1,132) Women　(n =1,477)

SD; standard deviation.

Data are presented as mean (SD) or as a number (%).

<60 years >60years<60 years >60years
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n %
a OR OR OR

Employment status

   Working 429 31.9

   Not working 28 53.6 2.46 ( 1.14－5.32 ) * 2.84 ( 1.26－ 6.38 ) * 3.38 ( 1.43－7.99 ) **

Educational attainment

   Junior high school 32 28.1

   High school 205 26.3 0.91 ( 0.39－2.09 ) 0.95 ( 0.41－ 2.22 ) 0.90 ( 0.37－2.20 )

   College or higher 220 40.5 1.71 ( 0.75－3.93 ) 1.88 ( 0.80－ 4.40 ) 1.83 ( 0.75－4.49 )

Living status

   Living with spouse 330 33.3

   Not living with spouse 127 33.1 0.94 ( 0.59－1.49 ) 0.93 ( 0.58－ 1.48 ) 0.81 ( 0.49－1.34 )

Equivalent household expenditure

　1st tertile 167 29.9

　2nd tertile 155 32.3 1.13 ( 0.70－1.82 ) 1.17 ( 0.72－ 1.89 ) 1.14 ( 0.70－1.87 )

　3rd tertile 135 38.5 1.48 ( 0.91－2.39 ) 1.51 ( 0.93－ 2.46 ) 1.36 ( 0.83－2.25 )

Employment status

   Working 304 23.0

   Not working 371 40.4 2.32 ( 1.61－3.32 ) ** 2.31 ( 1.61－ 3.31 ) ** 2.17 ( 1.51－3.14 ) **

Educational attainment

   Junior high school 247 31.6

   High school 276 31.2 1.03 ( 0.71－1.50 ) 1.05 ( 0.72－ 1.53 ) 0.98 ( 0.66－1.44 )

   College or higher 152 36.8 1.31 ( 0.85－2.01 ) 1.34 ( 0.87－ 2.06 ) 1.22 ( 0.77－1.92 )

Living status

   Living with spouse 571 30.6

   Not living with spouse 104 43.3 1.74 ( 1.13－2.67 ) * 1.73 ( 1.12－ 2.65 ) * 1.63 ( 1.03－2.56 ) *

Equivalent household expenditure

　1st tertile 193 27.5

　2nd tertile 252 35.7 1.46 ( 0.97－2.20 ) 1.49 ( 0.99－ 2.25 ) 1.43 ( 0.94－2.19 )

　3rd tertile 230 33.5 1.33 ( 0.87－2.02 ) 1.38 ( 0.90－ 2.10 ) 1.28 ( 0.82－1.99 )

OR, odds ratio; CI, confidence intervals.
a
Proportion of defined as participants who physical inactivity.

Physical activity index (PAI)  was divided tertile by sex for each 10-year age category and the lowest tertile  was

defined as physical inactivity.

Model l was adjusted for age (additionaly adjusted for house ownership for equivalent household expenditure).

Model 2 was adjusted for variables in model 1 plus past histories, alcohol drinking habit and smoking habit.

Model 3 was adjusted for variables  in model 2, simultaneously.

*P <0.05, **P <0.01

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

>60years

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

<60 years

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

 95% CI  95% CI  95% CI

Model 1 Model 2 Model 3

Table 3-3. Association between physical inactivitiy and socioeconomic status  in men
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n %
a OR OR OR

Employment status

   Working 466 31.3

   Not working 254 37.0 1.29 ( 0.93－1.78 ) 1.29 ( 0.93－1.78 ) 1.46 ( 1.04－2.04 ) *

Educational attainment

   Junior high school 50 42.0

   High school 298 31.9 0.65 ( 0.35－1.19 ) 0.63 ( 0.34－1.17 ) 0.63 ( 0.33－1.20 )

   College or higher 372 33.3 0.69 ( 0.38－1.27 ) 0.66 ( 0.36－1.24 ) 0.66 ( 0.35－1.26 )

Living status

   Living with spouse 547 30.2

   Not living with spouse 173 43.4 1.86 ( 1.29－2.68 ) * 1.86 ( 1.29－2.69 ) * 2.01 ( 1.37－2.94 ) **

Equivalent household expenditure

　1st tertile 205 29.8

　2nd tertile 264 36.7 1.36 ( 0.92－2.02 ) 1.36 ( 0.92－2.02 ) 1.42 ( 0.95－2.12 )

　3rd tertile 251 32.7 1.15 ( 0.77－1.72 ) 1.14 ( 0.76－1.71 ) 1.13 ( 0.75－1.71 )

Employment status

   Working 177 25.4

   Not working 580 35.0 1.60 ( 1.08－2.36 ) * 1.63 ( 1.10－2.42 ) * 1.72 ( 1.15－2.57 ) **

Educational attainment

   Junior high school 288 32.6

   High school 373 33.1 1.04 ( 0.75－1.45 ) 1.05 ( 0.75－1.47 ) 1.09 ( 0.78－1.54 )

   College or higher 96 31.3 0.95 ( 0.58－1.58 ) 1.02 ( 0.62－1.70 ) 1.12 ( 0.66－1.89 )

Living status

   Living with spouse 496 30.6

   Not living with spouse 261 36.8 1.33 ( 0.95－1.87 ) 1.32 ( 0.94－1.85 ) 1.31 ( 0.92－1.87 )

Equivalent household expenditure

　1st tertile 248 33.5

　2nd tertile 262 31.3 0.90 ( 0.62－1.31 ) 0.90 ( 0.62－1.31 ) 0.83 ( 0.57－1.23 )

　3rd tertile 247 33.6 1.01 ( 0.70－1.47 ) 1.03 ( 0.71－1.50 ) 0.97 ( 0.65－1.43 )

Table 3-4. Association between physical inactivitiy and socioeconomic status in women

OR, odds ratio; CI, confidence intervals.
a
Proportion of defined as participants who physical inactivity.

Physical activity index (PAI)  was divided tertile by sex for each 10-year age category and the lowest tertile  was

defined as physical inactivity.

Model l was adjusted for age (additionaly adjusted for house ownership for equivalent household expenditure).

Model 2 was adjusted for variables in model 1 plus past histories, alcohol drinking habit and smoking habit.

Model 3 was adjusted for variables  in model 2, simultaneously.

*P <0.05, **P <0.01

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

>60years

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

<60 years

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

Model 1 Model 2 Model 3

 95% CI  95% CI  95% CI
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Employment status 

    Working 40.7 ( 12.0 ) 40.1 ( 11.0 ) 38.8 ( 7.3 ) 39.5 ( 7.8 )

    Not working 33.0 ( 7.9 ) 33.6 ( 7.0 ) 36.9 ( 5.2 ) 36.3 ( 6.3 )

Educational attainment 

    Junior high school 45.5 ( 16.2 ) 37.2 ( 10.3 ) 37.7 ( 8.3 ) 37.5 ( 8.0 )

    High school 42.3 ( 12.8 ) 37.3 ( 9.9 ) 38.4 ( 7.2 ) 36.9 ( 6.2 )

　College or higher 37.6 ( 9.7 ) 34.2 ( 7.0 ) 38.0 ( 6.2 ) 36.8 ( 4.9 )

Living status 

    Living with spouse 39.9 ( 11.8 ) 37.0 ( 9.8 ) 38.5 ( 6.5 ) 37.6 ( 6.5 )

   Not living with others 41.2 ( 12.4 ) 34.4 ( 8.3 ) 37.1 ( 7.3 ) 36.1 ( 7.2 )

Equivalent household expenditure

　 1st tertile 42.9 ( 13.4 ) 38.0 ( 10.6 ) 38.5 ( 6.9 ) 37.7 ( 7.9 )

　 2nd tertile 38.5 ( 10.4 ) 35.8 ( 8.8 ) 37.8 ( 6.6 ) 36.7 ( 6.2 )

　 3rd tertile 39.0 ( 11.2 ) 36.1 ( 9.4 ) 38.2 ( 6.7 ) 36.8 ( 6.3 )

Data are means (standard deviation).

Supplement Table 3-2. Mean Physical activity index by socioeconomic status

Men (n=1,132) Women　(n=1,477)

<60 years >60years <60 years >60years
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Men Women

n %
a OR n %

a OR

Employment status

   Working 429 31.9 466 31.3

   Not working 28 53.6 3.35 ( 1.41－7.93 ) ** 254 37.0 1.44 ( 1.02－ 2.02 ) *

Educational attainment

   Junior high school 32 28.1 50 42.0

   High school 205 26.3 0.92 ( 0.38－2.24 ) 298 31.9 0.73 ( 0.38－ 1.43 )

   College or higher 220 40.5 1.88 ( 0.76－4.61 ) 372 33.3 0.78 ( 0.40－ 1.52 )

Living status

   Living with spouse 330 33.3 547 30.2

   Not living with spouse 127 33.1 0.85 ( 0.50－1.43 ) 173 43.4 1.99 ( 1.35－ 2.94 ) **

Equivalent household expenditure

　1st tertile 167 29.9 205 29.8

　2nd tertile 155 32.3 1.16 ( 0.70－1.90 ) 264 36.7 1.36 ( 0.90－ 2.05 )

　3rd tertile 135 38.5 1.37 ( 0.83－2.27 ) 251 32.7 1.10 ( 0.72－ 1.67 )

Employment status

   Working 304 23.0 177 25.4

   Not working 371 40.4 2.18 ( 1.51－3.14 ) ** 580 35.0 1.69 ( 1.13－ 2.53 ) *

Educational attainment

   Junior high school 247 31.6 288 32.6

   High school 276 31.2 0.99 ( 0.67－1.46 ) 373 33.1 1.10 ( 0.78－ 1.54 )

   College or higher 152 36.8 1.24 ( 0.78－1.94 ) 96 31.3 1.10 ( 0.65－ 1.86 )

Living status

   Living with spouse 571 30.6 496 30.6

   Not living with spouse 104 43.3 1.65 ( 1.04－2.60 ) * 261 36.8 1.32 ( 0.92－ 1.88 )

Equivalent household expenditure

　1st tertile 193 27.5 248 33.5

　2nd tertile 252 35.7 1.43 ( 0.94－2.19 ) 262 31.3 0.82 ( 0.56－ 1.21 )

　3rd tertile 230 33.5 1.28 ( 0.82－2.00 ) 247 33.6 0.97 ( 0.65－ 1.43 )

Supplement Table 3-3. Association between physical inactivity  and socioeconomic status

<60 years

(ref.) (ref.)

 95% CI  95% CI

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

>60years

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

OR, odds ratio; CI, confidence intervals.
a
Proportion of defined as participants who physical inactiviy.

Physical activity index (PAI)  was divided tertile by sex for each 10-year age category and the lowest tertile

was defined as physical inactivity.

Model was adjusted for all socioeconomic status and confounding factors (age, past histories, alcohol drinking

habit, smoking habit, house owner ship, body mass index and living with other), simultaneously.

*P <0.05, **P <0.01
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第Ⅳ章 長時間のテレビ視聴と社会的要因との関連について 

Ⅳ－1 研究目的 

座位行動に伴う潜在的な健康への悪影響への懸念は、この数十年間に高まってきている。

2020 年 11 月に WHO は“physical activity and sedentary behaviour”という身体活動に

関するガイドラインを公表し、初めて座位行動と健康との関連性について推奨事項を示し

た 50)。それによると、テレビを見るなどの座りがちな時間を制限し、座位時間を少しでも

身体活動の時間に置き換えることが重要であると記されている 50)。 

人間が覚醒時間の約 60%を座位行動に費やしている理由は 6)、社会経済の発展による自

動化が生活のあらゆる場面で進んでいることに依る。Shibata らは、日本の高齢者が 1 日に

8.8 時間の座位行動をとっており、そのうちテレビ視聴時間が 45.5%と最も多くを占めてい

ることを報告している 47)。つまり、テレビの視聴が最も一般的な座位行動である。 

テレビ視聴時間と健康との関連性について検討した先行研究では、長時間のテレビ視聴

が成人の短期記憶や認知機能を低下させ 89,90)、高齢者のうつ病やアルツハイマー病の発症

リスクを高めることが報告されている 91,92)。2 時間/日テレビを視聴することに対する疾患

発症の相対リスクを示したメタアナリシスでは、2 型糖尿病で 1.20（95%CI, 1.14－1.27）、

心血管疾患で 1.15（95%CI, 1.06－1.23）であったと報告されている 93)。特に、総死亡と長

時間テレビ視聴時間との間には量反応関係があり、1 日 4 時間以上では有意に高いことが示

されている 43)。さらに、テレビ視聴時間は、全座位時間と比較してより強い関連性がある

ことが報告されている 48)。 

テレビ視聴時間は、年齢が上がるにつれて長くなる傾向にあり、ライフスタイルや環境、

社会経済的地位などの様々な要因が長時間テレビ視聴に影響することが示されている 94)。

社会経済的要因については、教育歴が短い・低収入などが長時間のテレビ視聴と関連するこ

とが報告されている 95~97)。しかし、これらの先行研究は、文化や社会的背景の異なる欧米

諸国等で調査されたものであり、日本で実施された研究は現在までに 2件のみである 95,98)。 
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そこで、本研究では日本人を代表する一般集団を対象として、テレビ視聴時間の実態を把

握すること、長時間のテレビ視聴と社会経済的要因との関連性について検討することを目

的とした。 

 

Ⅳ－2 研究方法 

1) 研究対象者 

本研究は「循環器病の予防に関する調査（National Integrated Project for Prospective 

Observation of Non-communicable Disease And its Trends in the Aged：NIPPON 

DATA2010）」を用いて解析した。NIPPON DATA2010 は、2010 年の「国民健康・栄養調

査」に平行して実施された調査で、循環器疾患に関連する要因を解明することと、「国民生

活基礎調査」を突合させて生活習慣病に関連する危険因子や社会的要因、生活習慣病の発症

リスク、死亡リスクとの関連を明らかにすることを目的としている 66)。 

厚生労働省によって実施された 2010 年の「国民健康・栄養調査」は、同年の「国民生活

基礎調査」 （5,510 世帯および世帯員約 75 万人）において設定された 11,000 単位区から

無作為抽出した全国 111 市町村における 300 箇所で実施され、「国民生活基礎調査」を実施

した 5,411 世帯のうち、転出した 54 世帯を除外した 5,357 世帯を調査対象としている。調

査が実施された世帯は 3,684 世帯であった。そのうち 20 歳以上の者は 7,881 人であった。

NIPPON DATA2010 は、「国民健康・栄養調査」において血液検査を受けた 20 歳以上の

3,873 人を対象とし、2,898 人に参加の同意が得られた（応諾率 74.6%）。2,898 人（男性

1,239 人、女性 1,659 人）のうち NIPPON DATA2010 のベースラインデータと同年の「国

民健康・栄養調査」および「国民生活基礎調査」のデータ欠損により突合が不可能であった

91 人、90 歳以上の 7 人、主要変数にデータ欠損があった 26 人、各調整変数にデータ欠損

があった 25 人を除いた 20 歳以上 90 歳未満の 2,749 人（男性 1,172 人、女性 1,577 人）

を解析対象とした。また、本研究は滋賀医科大学の倫理委員会の承認を得て実施した（承認
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番号 No．22-29、2010 年）。 

 

2) テレビ視聴時間 

テレビ視聴時間は、「NIPPON DATA2010」のベースライン時の自記式質問紙によって、

対象者に「あなたのふだんの 1 日の過ごし方について、合計が 24 時間になるように 0.5 時

間単位でご記入ください」と尋ねた。加えて、調査員の面接によって 6 つの強度別活動時間

に分類し、各時間の合計が 24 時間であることを確認した。強度別活動時間は、高強度の身

体活動、中強度の身体活動、軽強度の身体活動、テレビを見る、他の平静な活動 (読書、会

話、電話などの座位行動)、活動なし(睡眠、臥位) の 6 つとした。本研究では、強度別活動

時間の「テレビを見る」を用いた。テレビ視聴時間と死亡リスク、疾患発症リスクとの関連

について検討した先行研究の結果をみると、総死亡リスクでは 3.5 時間以上/日、心血管疾

患死亡リスクでは 4 時間以上/日、糖尿病発症リスクでは 4 時間以上/日において量反応的に

オッズ比が上昇していた 43,48,99)。このデータを参考にして、本研究のアウトカムは、男性 / 

女性および 60 歳未満（20～59 歳）/ 60 歳以上（60～89 歳）ともに 4 時間以上/日のテレビ

視聴を「長時間のテレビ視聴」と定義した。 

 

3) 社会経済的要因 

就業状況については、「国民健康・栄養調査」より得た。居住状況、2010 年 5 月の月間家

計支出、家族人数、住宅所有の有無については、「国民生活基礎調査」より得た。2010 年 5

月の月間家計支出を家族人数の平方根で除して等価平均支出を算出し、三分位に分けた。

「国民生活基礎調査」の自記式質問紙では、賃貸の居住者は支出の一部として家賃が考慮さ

れているが、住宅の保有者は支出の一部として住宅ローンの支払いが考慮されていないた

め、等価平均支出には住宅所有の有無を調整した。教育歴については、「NIPPON DATA2010」

より得た。 
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社会経済的要因は、以下のように分類した。就業状況は、「就労（自営業を含む）」、「非就

労（学生、主婦を含む）」に分類し、「就労」を参照水準とした。学歴は、「中学校卒業」、「高

校卒業」、「短大以上卒業」に分類し、「短大以上卒業」を参照水準とした。居住状況は、「配

偶者と同居」、「配偶者以外と同居(親、兄弟、孫などと同居)」「独居」に分類し、「配偶者と

同居」を参照水準とした。等価平均支出は、「第 1 三分位（10 万 6 千円未満）」、「第 2 三分

位（10 万 6 千円以上～16 万 2 千円未満）」、「第 3 三分位（16 万 2 千円以上）」に分類し、

「第 1 三分位」を参照水準とした。住宅所有の有無は、持ち家と回答した者は「住宅所有」、

賃貸住宅、社宅、貸間と回答した者は「賃貸」に分類し、等価平均支出に対して調整した。 

 

4) 生活習慣およびその他の変数 

年齢、飲酒習慣、喫煙習慣、運動習慣、生活習慣病については、「国民健康・栄養調査」

より得た。飲酒習慣は、「飲酒頻度」「1 回あたりの飲酒量」を質問し、「現在飲酒」「過去飲

酒」「非飲酒」に分類した。喫煙歴は、「たばこを吸ったことがあるか」「現在たばこを吸っ

ているか」を質問し、「現在喫煙」「過去喫煙」「非喫煙」に分類をした。運動習慣は、「運動

習慣」について質問し、30 分以上の運動を週 2 回以上、1 年以上継続して実施している者

を「運動習慣あり」、健康上の理由で運動ができない、その他の理由で運動ができないと回

答した者を「運動習慣なし」に分類した。脳卒中、心筋梗塞の既往歴は、「国民生活基礎調

査」と「国民健康・栄養調査」から得た。「国民生活基礎調査」では、脳卒中や心筋梗塞で

医療機関を受診したことがあるかどうかを尋ねた。「国民健康・栄養調査」では、医師から

脳卒中や心筋梗塞であると言われたことがあるかどうかを尋ねた。これらの質問に「はい」

と答えた参加者は、「過去に脳卒中や心筋梗塞の既往歴がある」と定義し、いずれも「いい

え」と回答した者は「過去に脳卒中および心筋梗塞の既往歴がない」に分類した。 
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5) 解析方法 

各強度別身体活動時間の分布を確認し、性・年齢による差があることや、先行研究で 60

歳以上ではテレビ視聴時間や座位時間が長くなる可能性が高いと報告されていることを考

慮し 73~75)、男性 / 女性および 60 歳未満（20～59 歳）/ 60 歳以上（60～89 歳）に層化し

た。 

テレビ視聴時間の評価については、性・年齢階級別（20～29 歳、30～39 歳、40～49 歳、

50～59 歳、60～69 歳、70～79 歳、 80～89 歳）にテレビ視聴時間の平均値と標準偏差の

分布を記述した。 

長時間のテレビ視聴と社会経済的要因との関連については、「長時間のテレビ視聴」に対

するオッズ比および 95%信頼区間を、多重ロジスティック回帰分析を用いて算出した。モ

デルは、各社会経済的要因に対する交絡因子の影響を確認するために、以下 3 つを作成し

た。モデル 1 では、各社会経済的要因（就業状況、教育歴、居住状況、等価平均支出）に対

して年齢のみを調整した。モデル 2 では、モデル 1 に加えて交絡因子（飲酒習慣、喫煙習

慣、運動習慣、過去の脳卒中・心筋梗塞の既往歴）を調整した。モデル 3 では、全ての社会

経済的要因と交絡因子を同時に調整した。また、等価平均支出に関する分析では、いずれの

モデルに対しても住宅所有の有無を加えて調整した。 

全ての解析は SPSS for Windows 25.0 を用い行い、有意水準は 5%未満とした。 

 

Ⅳ－3 結果 

1) 対象者の概要 

年齢、就業状況、学歴、等価平均支出、その他の変数について性・年齢別の分布を Table 

4-1 に示した。対象者の平均年齢は、60 歳未満男性で 44.1 歳、60 歳未満女性で 43.8 歳、

60 歳以上男性で 70.2 歳、60 歳以上女性で 70.5 歳であった。「就労者」の割合は、いずれ

の年齢層においても、男性（60 歳未満 93.1%、60 歳以上 44.1%）の方が女性（60 歳未満
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64.1%、60 歳以上 22.1%）よりも高かった。教育歴について「中学校卒業」の割合は、60

歳未満（男性 7.1%、女性 7.0%）の方が 60 歳以上（男性 36.7%、女性 39.1%）よりも低か

った。また、同居状況について「独居者」の割合は、男性では 60 歳未満 11.0%、60 歳以上

10.4%と年齢層間の差は小さかったが、女性では 60 歳未満 4.3%と低いのに対して 60 歳以

上では 20.5%と高かった。さらに、Instrumental Activity of Daily Living （IADL） Score

と血液検査、血圧測定、服薬状況から評価した現病歴（高血圧、高コレステロール血症、糖

尿病）を Supplement Table 4-1 に示した。IADL Score は、男女ともに年齢層に差はなく、

現病歴のある人の割合は 60 歳以上の者で高かった。 

 

2) テレビ視聴時間の分布 

性・年齢階級別にテレビ視聴時間の平均値 (標準偏差)を Table 4-2 に示した。全対象者の

テレビ視聴の平均時間は 2.92 時間 (2.24)であった。性・年齢階級別にみると 30～39 歳で

は男性で 2.00 時間 (1.37)、女性で 1.75 時間 (1.51)とテレビ視聴の平均時間が最も短かっ

た。一方、年齢層が上がるにつれてテレビ視聴時間の平均値は高くなり、80～89 歳では男

性で 4.49 時間 (3.19)、女性で 3.58 時間 (2.38)と最も高かった。また、年齢階級ごとに男女

を比べた結果、60～69 歳、70～79 歳、80～89 歳では有意差があることが確認された。 

全対象者 2,749 人のうち、809 人（29.4％）が長時間テレビを視聴しており、長時間のテ

レビ視聴をしていた対象者の平均時間は 5.61 時間 (2.01)であった。一方、長時間のテレビ

視聴をしていない対象者の平均時間は、1.81 時間 (1.09)であった。また、長時間のテレビ

視聴をしていた者としていなかった者では有意差が認められ、長時間のテレビ視聴をして

いた対象者の割合は、30～39 歳では男女ともに約 12～15%であったが、年齢階級が上がる

につれて増加し、80～89 歳では約 40～50%にまで達していた。また、テレビ視聴時間を除

いた強度別身体活動時間の平均値を Supplement Table 4-2、各社会経済的要因におけるテ

レビ視聴の平均値を Supplement Table 4-3 に示した。 
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3) 長時間のテレビ視聴と社会経済的要因との関連 

性・年齢層別に、長時間のテレビ視聴を従属変数とし、社会経済的要因を独立変数とした

多重ロジスティック回帰分析の結果を Table 4-3 と Table 4-4 に示した。モデル 1 では各社

会経済的要因に年齢のみを調整、モデル 2 ではモデル 1 に加えて交絡因子を調整、モデル

3 では全ての独立変数および交絡因子を同時に調整した。就業状況については、3 つのモデ

ルともいずれの年齢層においても、非就労者は就労者に比べて長時間のテレビ視聴に対す

る OR が有意に高かった〔モデル 3：60 歳未満男性 3.37 (95%CI, 1.50－7.56)、60 歳未満

女性 3.77 (95%CI, 2.43－5.84)、60 歳以上男性 4.77 (95%CI, 3.31－6.88)、60 歳以上女性

4.21 (95%CI, 2.65－6.70)〕。しかし、女性に限定して教育歴と居住状況が長時間のテレビ視

聴と有意に関連していた。教育歴については、教育を受けた年数が短いほど、長時間テレビ

視聴に対する OR が高くなることが認められた〔モデル 3：中学校卒業の 60 歳未満女性 OR 

2.63 (95%CI, 1.21－5.69)、高校卒業の 6 0 歳未満女性 OR 1.72 (95%CI, 1.09－2.71)、中学

校卒業の 60 歳以上女性 OR 2.34 (95%CI, 1.32－4.16)、高校卒業の 60 歳以上 OR 2.00 

(95%CI, 1.15－3.49)〕。居住状況については、女性では年齢層によって長時間のテレビ視聴

と居住状況の関連性が異なっていた。60 歳未満女性では、配偶者と同居している者に比べ、

配偶者以外と同居している者は、モデル 1，2 では有意な関連はなかったが、モデル 3 にお

いて長時間のテレビ視聴と有意な関連を示した〔モデル 3：OR 1.95 (95%CI, 1.11－3.41)〕。

一方、60 歳以上の女性では、3 つのモデルともに独居が長時間のテレビ視聴と有意に関連

していた〔モデル 3：OR 1.84（95%CI, 1.22－2.75）〕。一方、等価平均支出については、い

ずれの性・年齢層においても長時間のテレビ視聴時間との有意な関連は認められなかった。

以上の結果は、BMI や IADL score を調整因子として加えても同じ傾向であった

（Supplement Table 4-4）。 
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Ⅳ－4 考察 

本研究は、日本全国から無作為に抽出された 300 地区において「国民健康・栄養調査」に

参加した者のうち NIPPONDATA2010 の参加に同意の得られた者を対象とし、日本人一般

集団におけるテレビ視聴時間の実態、長時間のテレビ視聴と社会経済的要因との関連につ

いて検討した。 

性・年齢階級別にテレビ視聴時間の分布を確認したところ、テレビ視聴時間は男女とも年

齢階級が上がるにつれて長くなっており、この結果は先行研究 100)を追認するものであった。

近年、若年世代はコンピュータや携帯電話を用いたインターネットの使用により、テレビ視

聴時間が短くなっていることが指摘されている 101)。2010 年時点においてスマートフォン

やタブレット端末の普及率は 8%前後であるが、パソコンの普及率は 83.4%と高く 102)、本

研究の若年層についてもパソコンの使用頻度が高くなったことによってテレビ視聴時間が

短くなり、長時間テレビ視聴と社会経済的要因との関連は弱まっていた可能性が考えられ

る。しかし、高齢者のテレビ視聴時間の推移には大きな変化はみられず 101)、高齢者にはテ

レビ視聴が常習化した行動となっている可能性がある。したがって、高齢者のテレビを長時

間視聴するライフスタイルを見直すことが重要な課題である。 

日本人を対象とした Tsuji らの報告では、4 時間以上/日のテレビ視聴に該当した者の割合

が、約 30%であった 98)。本研究においても、「長時間のテレビ視聴」に該当した者は、全体

の 29.4%であったことから、先行研究を追認する結果であった。 

長時間のテレビ視聴と社会経済的要因との関連については、本研究の結果では就業状況

に関して非就労であることが長時間のテレビ視聴と関連しており、多くの先行研究を追認

する結果であった 95~97)。特に、テレビ視聴時間は退職を機に長くなる傾向にある 73,103,104)。

したがって、身体活動に関して退職は、生活習慣が変容する重要な機会だと考えられる。本

研究の結果から、退職の前後にテレビ視聴時間を短縮するための働きかけを行うことが身

体活動量を維持・増加させるために必要であろう。 
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教育歴と長時間のテレビ視聴に関する先行研究では、教育歴が短いことが長時間のテレ

ビ視聴に関連しており、その関連性は強固であると報告されている 95,98,105,106)。一般的に、

教育は職業の選択や収入を左右する発端となり、健康行動に影響を与える可能性があるこ

とが示唆されている 107)。スポーツや趣味など活動のために生じる諸費用について、経済的

な障害になると考える者は、テレビ視聴時間が長く傾向にある 108)。これらのことから、教

育歴が短い者は経済的状況の影響をより受けやすいために、安価で大衆の娯楽となってい

るテレビ視聴を選択する可能性が高いと考えられる。本研究では、これらの先行研究と同様

の結果になったのは女性のみであり、教育歴と長時間のテレビ視聴との関連は性別によっ

て異なる可能性があることが示された。女性においては 60 歳未満、60 歳以上とも教育歴が

長時間のテレビ視聴と有意な関連を認めたことから、座位時間が長いライフスタイルが健

康に及ぼす弊害について発信し、予防について働きかけをする必要がある。 

居住状況に関する結果では、60 歳未満女性では配偶者以外の者と同居している者、60 歳

以上女性では独居の者について、長時間のテレビ視聴と有意な関連が認められた。先行研究

では、独居者や未婚者は長時間のテレビ視聴と関連があったことが報告されている 95,97)。

60 歳未満女性の場合には、テレビ視聴時間が長くなる理由として、婚姻状況に関連した自

由時間の長さが影響している。実際、既婚女性は婚姻生活が進むにつれて家庭内での役割が

増え、自由時間が減少する 109)。一方、60 歳以上女性において、テレビ視聴時間が長くなる

のには以下の 2 つの理由が考えられる。Kikuchi らは、本邦の高齢女性は自動車免許証を有

している割合が低く、独居の場合には交通手段が限られるため自宅に留まる時間が増え、テ

レビ視聴時間が長くなることを報告している 95)。また、約 8 割の高齢者はテレビを娯楽だ

けでなく生活情報を収集するツールとみなしている 110)。したがって、独居の高齢女性の場

合には、意識的にテレビ視聴時間を短くするように心掛ける必要がある。本研究のように居

住状況とテレビ視聴時間との関連について、性・年齢別に層化して検討した先行研究は国内

では 1 件のみで、他国では見当たらなかった 95)。そのため、今回の結果が日本の女性独自
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の特徴であるとは言い切れないため、今後さらなる検討が必要である。 

以上の結果より、本邦の一般集団における長時間テレビ視聴に関連する社会経済的要因

について同定することができた。テレビ視聴時間を短縮させるためには、ライフステージに

応じた段階的な介入が必要であると考える。まず、基本的な生活習慣が形成される幼少期か

ら、長時間のテレビ視聴による心身の健康への弊害を伝えていくことが、テレビに対する適

切な付き合い方や意識を形成することに繋がると考える。次に、成人期以降においては就業

状況や居住状況によって長時間のテレビ視聴に繋がりやすい環境が形成されるため、テレ

ビ視聴を身体活動に置き換えることができるよう日常生活から意識させることが大切であ

る。そして、高齢期においては情報を収集するツールとしてテレビを視聴する場合があるた

め、あらかじめ視聴する時間を設定するといったように、テレビを視聴する目的やライフス

タイルに応じた工夫や改善策を講じていくことが重要であろう。 

本研究の強みは、2010年時点ではスマートフォンやタブレットの普及率は低いため 102)、

これらの影響を受けていないテレビ視聴時間を把握できていることに加え、調査員の面接

によって身体活動の内容・時間を確認しているため精度が高い調査結果を得られていると

考える。 

一方、本研究の限界は 2 点ある。1 点目は、スマートフォンやタブレット端末の普及率は

低いもののパソコンの普及率は高いため 102)、若年層の場合にはこれらのテレビ視聴時間以

外の座位行動が身体活動に影響を与えていた可能性がある。しかし、本研究では、調査によ

って各強度別身体活動時間に分類する際に、テレビ視聴時間以外の座位行動は一括して包

含されているため、その時間や内容といった詳細については把握することができない。2 点

目は、国民・健康栄養調査の参加者の NIPPON DATAD2010 への参加率は 75％と比較的

高いが、血液検査への参加率は 54％と低くかったため、本研究の対象者が健康意識の高い

人に偏っていた可能性も考えられ、本邦の国民全体のテレビ視聴時間と比べた場合に、本研

究の対象者のテレビ視聴時間は短い可能性がある点である。 
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Ⅳ－5 小括 

日本人を代表する一般集団を対象とした全国調査から、テレビ視聴時間の分布について

は、男女とも 30～39 歳が最も短く、年齢階級が上がるにつれて長くなり、80～89 歳が最

も長かった。全対象者のうち約 30%が４時間以上テレビを視聴しており、年齢階級が上が

るにつれて長時間テレビ視聴している者の割合は高くなっていた。長時間のテレビ視聴時

間と社会経済的要因との関連については、就業状況において全ての性別・年齢層で「非就労」

と強く関連していた。教育歴と居住状況については女性のみ、長時間のテレビ視聴と有意に

関連していた。教育歴では、60 歳未満および 60 歳以上とも「教育年数が短い」ほど、長時

間のテレビ視聴との関連が強いことが確認された。居住状況では、「配偶者と同居していな

いこと」は年代によって長時間のテレビ視聴に異なる関連性を有していることが明らかと

なった。 

 

 



40 

 

 

 

N (%) 463 ( 39.5 ) 709 ( 60.5 ) 740 ( 46.9 ) 837 ( 53.1 )

Age, years (SD) 44.1 ( 10.6 ) 70.2 ( 7.0 ) 43.8 ( 10.4 ) 70.5 ( 7.0 )

Body mass index, kg/m
2 

(SD) 24.1 ( 3.6 ) 23.8 ( 2.9 ) 22.0 ( 3.6 ) 23.3 ( 3.4 )

Television viewing time, hour (SD) 2.4 ( 1.7 ) 3.8 ( 2.6 ) 2.1 ( 1.8 ) 3.2 ( 2.2 )

Employment status, n  (%)

    Working 431 ( 93.1 ) 313 ( 44.1 ) 474 ( 64.1 ) 185 ( 22.1 )

    Not working 32 ( 6.9 ) 396 ( 55.9 ) 266 ( 35.9 ) 652 ( 77.9 )

Educational attainment, n  (%)

    College or higher 221 ( 47.7 ) 162 ( 22.8 ) 378 ( 51.1 ) 100 ( 11.9 )

    High school 209 ( 45.1 ) 287 ( 40.5 ) 310 ( 41.9 ) 410 ( 49.0 )

    Junior high school 33 ( 7.1 ) 260 ( 36.7 ) 52 ( 7.0 ) 327 ( 39.1 )

Living status , n (%)

    Living with spouse 333 ( 71.9 ) 601 ( 84.8 ) 563 ( 76.1 ) 535 ( 63.9 )

    Living with others 79 ( 17.1 ) 34 ( 4.8 ) 145 ( 19.6 ) 130 ( 15.5 )

    Living alone 51 ( 11.0 ) 74 ( 10.4 ) 32 ( 4.3 ) 172 ( 20.5 )

Equivalent household expenditure,  n  (%)

　 1st tertile 170 ( 36.7 ) 208 ( 29.3 ) 210 ( 28.4 ) 279 ( 33.3 )

　 2nd tertile 156 ( 33.7 ) 262 ( 37.0 ) 272 ( 36.8 ) 286 ( 34.2 )

　 3rd tertile 137 ( 29.6 ) 239 ( 33.7 ) 258 ( 34.9 ) 272 ( 32.5 )

Smoking habit, n  (%)

    Currently 177 ( 38.2 ) 141 ( 19.9 ) 84 ( 11.3 ) 16 ( 1.9 )

    Past 128 ( 27.6 ) 318 ( 44.9 ) 62 ( 8.4 ) 33 ( 3.9 )

    Never 158 ( 34.1 ) 250 ( 35.3 ) 594 ( 80.3 ) 788 ( 94.2 )

Drinking alcohol habit, n  (%)

    Currently 343 ( 74.1 ) 504 ( 71.1 ) 350 ( 47.3 ) 218 ( 26.0 )

    Past 6 ( 1.3 ) 32 ( 4.5 ) 12 ( 1.6 ) 8 ( 1.0 )

    Never 114 ( 24.6 ) 173 ( 24.4 ) 378 ( 51.1 ) 611 ( 73.0 )

Exercise habits, n (%)

    Have exercise habits 119 ( 25.7 ) 324 ( 45.7 ) 168 ( 22.7 ) 328 ( 39.2 )

    Not have exercise habits 344 ( 74.3 ) 385 ( 54.3 ) 572 ( 77.3 ) 509 ( 60.9 )

House ownership, n  (%)

    Own house 347 ( 74.9 ) 606 ( 85.5 ) 556 ( 75.1 ) 727 ( 86.9 )

    Rented house 116 ( 25.1 ) 103 ( 14.5 ) 184 ( 24.9 ) 110 ( 13.1 )

Past histories (stroke, myocardial infarction) , n  (%)

    Have past history 17 ( 3.7 ) 105 ( 14.8 ) 3 ( 0.4 ) 72 ( 8.6 )

    Not have past history 446 ( 96.3 ) 604 ( 85.2 ) 737 ( 99.6 ) 765 ( 91.4 )

Table 4-1. Characteristics of study participants by sex and age groups

SD, standard deviation.

Data are presented as mean  (SD) or as a number (%).

Men ( n =1,172 )

<60 years >60years <60 years >60years

Women ( n =1,577 )
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n %
a OR OR OR

Employment status

   Working 431 19.3

   Not working 32 46.9 3.68 ( 1.76 - 7.68 )** 3.76 ( 1.74 - 8.12 ) ** 3.37 ( 1.50 - 7.56 ) **

Educational attainment

   College or higher 221 14.0

   High school 209 28.2 2.39 ( 1.47 - 3.89 )** 2.36 ( 1.44 - 3.87 ) ** 2.37 ( 1.43 - 3.92 ) **

   Junior high school 33 24.2 1.90 ( 0.78 - 4.67 ) 1.67 ( 0.66 - 4.22 ) 1.27 ( 0.47 - 3.44 )

Living status

   Living with spouse 333 19.2

   Living with others 79 22.8 1.41 ( 0.75 - 2.67 ) 1.35 ( 0.70 - 2.58 ) 1.18 ( 0.58 - 2.37 )

   Living alone 51 31.4 1.97 ( 1.03 - 3.79 ) 1.98 ( 1.02 - 3.85 ) 1.96 ( 0.94 - 4.10 )

Equivalent household expenditure

   1st tertile 170 22.4

   2nd tertile 156 20.5 0.88 ( 0.52 - 1.50 ) 0.94 ( 0.55 - 1.61 ) 0.93 ( 0.53 - 1.63 )

   3rd tertile 137 20.4 0.88 ( 0.51 - 1.53 ) 0.89 ( 0.51 - 1.56 ) 0.87 ( 0.48 - 1.56 )

Employment status

   Working 313 24.0

   Not working 396 58.3 4.44 ( 3.13 - 6.31 )** 4.75 ( 3.31 - 6.82 ) ** 4.77 ( 3.31 - 6.88 ) **

Educational attainment

   College or higher 162 39.5

   High school 287 43.2 1.22 ( 0.82 - 1.81 ) 1.20 ( 0.81 - 1.79 ) 1.24 ( 0.81 - 1.90 )

   Junior high school 260 45.4 1.19 ( 0.80 - 1.79 ) 1.17 ( 0.78 - 1.75 ) 1.26 ( 0.80 - 1.96 )

Living status

   Living with spouse 601 41.1

   Living with others 34 61.8 2.40 ( 1.17 - 4.93 ) 2.38 ( 1.16 - 4.90 ) 1.86 ( 0.87 - 3.98 )

   Living alone 74 51.4 1.56 ( 0.96 - 2.54 ) 1.54 ( 0.94 - 2.52 ) 1.20 ( 0.69 - 2.08 )

Equivalent household expenditure

   1st tertile 208 45.2

   2nd tertile 262 43.1 0.91 ( 0.63 - 1.32 ) 0.92 ( 0.64 - 1.34 ) 0.87 ( 0.58 - 1.30 )

   3rd tertile 239 41.4 0.86 ( 0.59 - 1.26 ) 0.88 ( 0.60 - 1.29 ) 0.85 ( 0.56 - 1.30 )

(ref.) (ref.) (ref.)

>60 years

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

TV, televison; OR, odds ratio; CI, confidence intervals.
a
Proportion of defined as participants who viewed TV over four hours.

Model l was adjusted for age  for each socioeconomic factor (additionaly adjusted for house ownership for equivalent

household expenditure).

Model 2 was adjusted for  model 1 plus alcohol drinking habit, smoking habit, exercise habit and past histories.

Model 3 was adjusted for all socioeconomis factor(employment status, eductional attainment, living status, equivalent

household expenditure), age, alcohol drinking habit, smoking habit, exercise habit and past histories, simultaneously.

**P <0.01

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

<60 years 

(ref.) (ref.) (ref.)

Model 1 Model 2 Model 3

 95%CI  95%CI  95%CI

Table 4-3. Association between  prologed TV viewing time and socioeconomic status  in men
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n %
a OR OR OR

Employment status

   Working 474 9.3

   Not working 266 25.6 3.38 ( 2.23 - 5.12 ) ** 3.35 ( 2.20 - 5.10 ) ** 3.77 ( 2.43 - 5.84 ) **

Educational attainment

   College or higher 378 11.1

   High school 310 18.1 1.72 ( 1.12 - 2.66 ) * 1.65 ( 1.06 - 2.57 ) * 1.72 ( 1.09 - 2.71 ) *

   Junior high school 52 26.9 2.84 ( 1.41 - 5.70 ) ** 2.69 ( 1.31 - 5.52 ) ** 2.63 ( 1.21 - 5.69 ) *

Living status

   Living with spouse 563 14.6

   Living with others 145 17.1 1.40 ( 0.83 - 2.34 ) 1.39 ( 0.83 - 2.34 ) 1.95 ( 1.11 - 3.41 ) *

   Living alone 32 15.6 1.05 ( 0.39 - 2.82 ) 1.07 ( 0.40 - 2.91 ) 1.26 ( 0.43 - 3.68 )

Equivalent household expenditure

   1st tertile 210 14.8

   2nd tertile 272 17.6 1.20 ( 0.73 - 1.96 ) 1.24 ( 0.75 - 2.05 ) 1.5 ( 0.86 - 2.47 )

   3rd tertile 258 12.8 0.81 ( 0.48 - 1.38 ) 0.83 ( 0.48 - 1.42 ) 0.89 ( 0.50 - 1.56 )

Employment status

   Working 185 14.6

   Not working 652 40.8 3.93 ( 2.51 - 6.13 ) ** 3.88 ( 2.48 - 6.09 ) ** 4.21 ( 2.65 - 6.70 ) **

Educational attainment

   College or higher 100 20.0

   High school 410 34.6 2.08 ( 1.22 - 3.54 ) ** 2.13 ( 1.25 - 3.65 ) ** 2.00 ( 1.15 - 3.49 ) *

   Junior high school 327 40.1 2.49 ( 1.44 - 4.28 ) ** 2.61 ( 1.50 - 4.52 ) ** 2.34 ( 1.32 - 4.16 ) **

Living status

   Living with spouse 535 31.0

   Living with others 130 33.8 1.06 ( 0.70 - 1.62 ) 1.10 ( 0.72 - 1.67 ) 1.07 ( 0.68 - 1.67 )

   Living alone 172 48.3 1.90 ( 1.31 - 2.76 ) ** 1.89 ( 1.30 - 2.77 ) ** 1.84 ( 1.22 - 2.75 ) **

Equivalent household expenditure

   1st tertile 279 38.0

   2nd tertile 286 32.9 0.82 ( 0.57 - 1.16 ) 0.79 ( 0.56 - 1.13 ) 0.72 ( 0.49 - 1.05 )

   3rd tertile 272 34.2 0.87 ( 0.61 - 1.23 ) 0.85 ( 0.59 - 1.21 ) 0.83 ( 0.57 - 1.22 )

Table 4-4. Association between  prologed TV viewing time and socioeconomic status  in women

TV, television; OR, odds ratio; CI, confidence intervals.
a
Proportion of defined as participants who veiwed TV over four hours.

Model l was adjusted for age  for each socioeconomic factor (additionaly adjusted for house ownership for

equivalent household expenditure).

Model 2 was adjusted for  model 1 plus alcohol drinking habit, smoking habit, exercise habit and past histories.

Model 3 was adjusted for all socioeconomis factor(employment status, eductional attainment, living status,

equivalent household expenditure ),  age, alcohol drinking habit, smoking habit, exercise habit and past histories,

simultaneously.

*P <0.05, **P <0.01

<60 years 

>60 years

Model 1 Model 2

(ref.) (ref.)

Model 3

 95%CI  95%CI  95%CI

(ref.)

(ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)
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Employment status 

    Working 2.23 ( 1.47 ) 2.83 ( 2.07 ) 1.88 ( 1.49 ) 2.31 ( 2.08 )

    Not working 4.03 ( 3.40 ) 4.51 ( 2.78 ) 2.54 ( 1.57 ) 3.50 ( 2.29 )

Educational attainment 

    College or higher 2.00 ( 1.43 ) 3.66 ( 2.67 ) 1.88 ( 1.64 ) 2.48 ( 1.80 )

    High school 2.67 ( 1.72 ) 3.71 ( 2.46 ) 2.30 ( 1.83 ) 3.16 ( 2.10 )

    Junior high school 2.76 ( 2.92 ) 3.90 ( 2.77 ) 2.80 ( 1.88 ) 3.56 ( 2.38 )

Living status 

    Living with spouse 2.31 ( 1.68 ) 3.64 ( 2.54 ) 2.10 ( 1.69 ) 3.04 ( 2.08 )

    Living with others 2.30 ( 1.63 ) 4.88 ( 3.10 ) 2.15 ( 1.99 ) 3.26 ( 2.35 )

    Living alone 2.75 ( 2.19 ) 4.26 ( 2.93 ) 2.25 ( 1.80 ) 3.82 ( 2.38 )

Equivalent household expenditure

　 1st tertile 2.32 ( 1.69 ) 3.83 ( 2.62 ) 2.24 ( 1.91 ) 3.51 ( 2.52 )

　 2nd tertile 2.37 ( 1.83 ) 3.88 ( 2.74 ) 2.16 ( 1.81 ) 3.05 ( 2.06 )

　 3rd tertile 2.39 ( 1.68 ) 3.59 ( 2.50 ) 1.98 ( 1.55 ) 3.16 ( 1.98 )

TV, television.

Data are means (standard deviation).

Supplement Table 4-3. Mean TV viewing time by socioeconomic status

Men (n =1,172) Women (n =1,577)

<60 years >60years <60 years >60years
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Men Women

n %
a OR n %

a OR

Employment status

   Working 431 19.3 474 9.3

   Not working 32 46.9 3.39 ( 1.50－7.65 ) ** 266 25.6 3.67 ( 2.34－ 5.76 ) **

Educational attainment

   College or higher 221 14.0 378 11.1

   High school 209 28.2 2.21 ( 1.33－3.69 ) 310 18.1 1.66 ( 1.05－ 2.64 ) *

   Junior high school 33 24.2 1.09 ( 0.40－3.02 ) 52 26.9 2.32 ( 1.05－ 5.13 ) *

Living status

   Living with spouse 333 19.2 563 14.6

   Living with others 79 22.8 1.13 ( 0.56－2.30 ) 145 17.1 1.88 ( 1.07－ 3.32 ) *

   Living alone 51 31.4 1.84 ( 0.87－3.89 ) 32 15.6 0.72 ( 0.19－ 2.66 )

Equivalent household expenditure

　1st tertile 170 22.4 210 14.8

　2nd tertile 156 20.5 0.91 ( 0.52－1.61 ) 272 17.6 1.43 ( 0.84－ 2.44 )

　3rd tertile 137 20.4 0.83 ( 0.46－1.50 ) 258 12.8 0.92 ( 0.52－ 1.64 )

Employment status

   Working 313 24.0 185 14.6

   Not working 396 58.3 4.78 ( 3.31－6.90 ) ** 652 40.8 4.23 ( 2.66－ 6.74 ) **

Educational attainment

   College or higher 162 39.5 100 20.0

   High school 287 43.2 1.26 ( 0.82－1.95 ) 410 34.6 1.97 ( 1.13－ 3.44 ) *

   Junior high school 260 45.4 1.30 ( 0.82－2.06 ) 327 40.1 2.34 ( 1.31－ 4.17 ) **

Living status

   Living with spouse 601 41.1 535 31.0

   Living with others 34 61.8 1.85 ( 0.86－3.97 ) 130 33.8 1.10 ( 0.70－ 1.73 )

   Living alone 74 51.4 1.19 ( 0.69－2.07 ) 172 48.3 1.87 ( 1.25－ 2.82 ) **

Equivalent household expenditure

　1st tertile 208 45.2 279 38.0

　2nd tertile 262 43.1 0.87 ( 0.58－1.31 ) 286 32.9 0.72 ( 0.49－ 1.06 )

　3rd tertile 239 41.4 0.84 ( 0.55－1.29 ) 272 34.2 0.85 ( 0.58－ 1.24 )

>60 years

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

<60 years 

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

 95% CI  95% CI

Supplement Table 4-4.  Association between prologed TV viewing time and socioeconomic status

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

OR, odds ratio; CI, confidence intervals.
a
Proportion of defined as participants who veiwed TV over four hours.

Model was adjusted for all socioeconomic status and confounding factors (age, past histories, alcohol drinking

habit, smoking habit, exercise habit, house owner ship, body mass index and instrumental activity of daily living,

score), simultaneously.

*P <0.05, **P <0.01
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第Ⅴ章 総合考察 

Ⅴ－1 本研究の目的と成果 

一般的に、身体不活動とは、「週当たりの運動時間や強度が公衆衛生上のガイドラインの

推奨量を満たしていない状態」と定義されてきた。しかし、近年の知見により公衆衛生上の

ガイドラインの推奨量を充足した者であっても、長時間の座位行動は健康に弊害を及ぼす

ことが示唆され始めている 29,30)。本邦は諸外国と比較し、運動習慣者の割合は約 3 割と低

いだけではなく 31)、座位時間が約 7 時間/日と非常に長い 6)。このような本邦の身体活動の

現状を考慮し、1 日全体の身体活動量が充足していない状態と座位時間が冗長している状態

について実態を把握し、「身体不活動」にどのような社会経済的要因が関連しているのかを

明らかにする必要がある。そこで本研究では、研究 1 において 1 日の総身体活動量の実態

を把握し、それから評価した「身体不活動」と社会経済的要因との関連性について検討した。

研究 2 においては、座位時間を代表する「テレビ視聴時間」の実態を把握し、テレビ視聴時

間から評価した「身体不活動」と社会経済的要因との関連性についても検討した。加えて、

研究 1 と研究 2 を比較し、本邦における「身体不活動」に関連する社会経済的要因につい

ても検討した。 

 先行研究では、ブルーカラーと称される肉体労働の就労者は、労働時の身体活動量が多い

ため余暇に運動する者は少なく、一方ホワイトカラーと称される就労者は、労働時の座位時

間が長いため余暇に運動習慣を有する者が多いと報告されており 64,65)、社会経済的地位に

よって職業的活動と余暇活動は相補的な関係を有している可能性がある。この職業的活動

と余暇活動の相補的な関係性を考慮し、研究 1 では対象者の日常的な総身体活動量から算

出した身体活動指数（PAI）の分布を性・年齢階級別に確認した。PAI の最高値は、男性で

30～39 歳、女性で 40～49 歳と異なった結果となり、年齢階級が高くなるほど PAI は減少

した。また、男性は女性に比べて、減少幅が大きかった。そのため、これらの差を考慮して

性・年齢階級別に第 1 三分位を「身体不活動」と定義し、社会経済的要因との関連につい
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て、多重ロジスティック回帰分析を行い検討した。その結果、男女とも 60 歳未満および 60

歳以上において非就労であることが身体不活動と関連していたことから、60 歳以上におい

ても就労が身体活動に及ぼす影響の強い要因であることが示された。また、居住状況につい

ては 60 歳以上男性、60 歳未満女性において独居や配偶者以外の者との同居が、身体不活動

と関連していた。性・年代の差はあるが、配偶者の存在は身体不活動に影響を及ぼす要因で

あることが示された。 

研究 2 では、座位行動を代表する指標として、総死亡、2 型糖尿病や心疾患の発症に独立

して強い関連性が報告されているため 93)、「テレビ視聴時間」を用いた。テレビ視聴時間の

分布については、男性の最低値が 30～39 歳で PAI の最高値となる 30～39 歳と一致してい

た。一方、女性の最低値は 30～39 歳で、PAI の最高値となる 40～49 歳と一致しなかった。

加えて、テレビ視聴時間は男女ともに年齢階級が上がるにつれて長くなり、男性は全年齢階

級において女性よりも長くなる特徴が示された。また、テレビ視聴時間と社会経済的要因と

の関連については、先行研究を参考にして 4 時間以上/日を「長時間のテレビ視聴」と定義

し 43,48,99)、多重ロジスティク回帰分析を行い検討した。その結果、男女とも 60 歳未満およ

び 60 歳以上において、非就労であることが長時間のテレビ視聴と有意な関連を示した。ま

た、女性は 60 歳未満、60 歳以上ともに教育歴と居住状況において有意な関連が示され、教

育歴が短いほど長時間のテレビ視聴と有意な関連がみられた。居住状況については、60 歳

未満女性は配偶者以外の者と同居していること、60 歳以上女性では独居であることが、長

時間のテレビ視聴と関連していることが示された。年代により傾向は異なるが、女性には教

育歴と配偶者の存在がテレビ視聴時間に影響していることが示された。 

研究 1 と研究 2 を比較して、非就労は「身体不活動」および「長時間のテレビ視聴」にも

関連しており、60 歳未満だけでなく 60 歳以上にも該当する要因であることが示された。こ

れらの結果から、就労のように役割を持ち社会に参画することは身体活動を維持するため

には必要不可欠な活動であると言える。また、先行研究が退職の前後は身体活動量の変化が
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生じやすいと報告していることから 73,98,103,104)、退職前後に就労に伴って高い身体活動量を

保持できていることの重要性を認識し、退職後に身体活動量の極端な減少を引き起こさな

いような働きかけを行うことは、老後の健康を維持する上でとても重要である。 

居住状況については、研究 1 および研究 2 において「身体不活動」および「長時間のテレ

ビ視聴」との関連性が認められたが、配偶者の存在や婚姻に付随する行動は、性・年齢層に

よって異なる影響を及ぼしていた。女性は、婚姻によって家事や育児に要する時間が変わる

ため 60)、総身体活動量やテレビ視聴時間に及ぼす影響が男性に比べて顕著であったと考え

る。しかし、60 歳以上においては、男性では総身体活動量が減少しやすく、女性ではテレ

ビ視聴時間が長くなりやすいことが本研究の結果より示された。このことから、60 歳以上

で配偶者と離婚・死別している者や独居の者に対しては、身体活動量を維持・増加できる働

きかけを行うことが重要であると考える。 

教育歴については、研究 2 において女性のみ 60 歳未満、60 歳以上ともに教育歴が短い

ほど長時間テレビを視聴しているという関連性が認められた。しかし、教育歴に応じて長時

間のテレビ視聴時間による健康への弊害について、健康教育や保健指導等を行うことは、公

衆衛生上の困難や限界が生じると考える。そのため、運動習慣やテレビ視聴といった生活習

慣が形成される幼少期に、運動習慣や生活行動で実施している身体活動が心身の健康に与

える効果や身体不活動による健康への弊害について周知していくことによって、教育歴の

長短による身体活動量の差をより小さくすることが可能なのではないかと考える。 

本研究では等価平均支出については、研究 1 および研究 2 においても関連は認められな

かった。本邦では等価平均支出による社会経済的格差が身体活動量に与える影響は諸外国

に比べて小さい可能性もあるが、本研究では月間の世帯総支出額を経済的指標として用い

ていたため、年間の世帯年収や総支出額などに比べると期間が短く、対象者の経済状況の差

を反映しにくかった可能性がある。今後、他の経済的指標を用い、今回の結果と同様の結果

が得られるか検証する必要があると考える。 
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 以上のことから、本邦の一般集団における 1 日の総身体活動量から評価した身体不活動

および長時間のテレビ視聴時間と社会経済的要因を検討した結果、身体活動やテレビ視聴

時間には様々な社会経済的要因が影響を及ぼしているという本邦の「身体不活動」における

特徴が明らかとなった。そのため、身体活動量を維持していく上では、就業している会社や

通学している学校、居住している地域、家族といった社会的属性や就学、就職、婚姻、退職

などのライフステージに応じた働きかけが重要であると考える。また、身体活動量を維持・

増進することに対して、個人の身体活動に対する意識の変容や行動といった自助努力だけ

では困難や限界が生じやすいため、再雇用やボランティアなどを通じて社会的に役割を持

ち参画する機会を設けたり、地域での交流や近所付き合いを密にすることなどによって、社

会との繋がりを維持できることが鍵になると考える。このような社会や地域における人々

の信頼関係や結びつきを表す「ソーシャルキャピタル」が豊かになることは、健康行動に強

く関連しており、心身の健康に良い影響を与えることが報告されている 111)。特に、地域活

動などへの社会参加率が高いことが、個人に限らず集団においても身体活動量が多いこと

に関連していたと報告されている 112, 113)。しかし、この概念を取り入れた報告の多くは欧米

諸国からのものであり、日本人を対象とした検討は少ない。また、ソーシャルキャピタルは

国や地域の特性などによって異なるため、本邦における知見の蓄積していき、行政や企業、

地域住民などが連携し、社会的属性や地域の特性に応じた身体活動に対するポピュレーシ

ョンアプローチの方法を構築していく必要があるものと考える。 

また、本邦の身体不活動に関連する要因については、近年の報告等によって知見が徐々に

蓄積されつつある。座位行動が注目される近年に至るまで、本邦の身体活動に関するガイド

ライン等では、中～高強度の身体活動量や 1 日の総歩数を増加させること、運動を継続さ

せ習慣化することが推奨されてきた 4,11,23)。しかし、これらの推奨量を充足している者の割

合は長年にわたり増加していない現状にあり 31)、中～高強度の身体活動や運動によって推

奨量を充足していても長時間の座位行動によって健康を害するリスクが高いことが明らか
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となった 7)。このような現状から中～高強度の身体活動量や運動習慣者の割合を増やすこと

を推奨するだけでなく、2020 年にWHOが“physical activity and sedentary behaviour”

のガイドラインにおいて推奨しているように 50)、座位行動を極力減らし、他の身体活動に

置き換えることを提唱するガイドライン等を作製し、座位行動に対する本邦の指針を示す

ことが公衆衛生上の急務であると考える。その中に、本邦の身体活動状況を反映させ、就業

状況や居住状況など社会経済的要因に応じた具体的な改善策等について提示していくこと

が、本邦の身体活動量を維持・向上させるために重要であると考える。 
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Ⅴ－2 今後の課題 

経済の発展により自動化が著しく進み、身体活動の機会が減っている本邦において、身体

不活動を改善することは公衆衛生上の重要な課題である。これまで身体不活動の改善のた

めには日常生活の中に中～高強度の運動・身体活動を取り入れることが提唱されてきた。し

かし、座位時間が増加し 6)、健康に弊害を及ぼしている現状にあるため 7)、座位時間を減ら

すことが必要不可欠である。しかし、身体活動量は個人の年齢や職業、婚姻状況などの社会

経済的要因によって異なる。本研究では、日本人を代表する一般集団を対象として、総身体

活動量および座位時間の観点から「身体不活動」に関する社会経済的要因を検討した。その

結果、日本人の身体活動状況の実態を把握し、「身体不活動」に陥りやすい社会経済的要因

を同定できたと考える。 

今後、本研究で得られた知見を、スクリーニングツールとして活用して、「身体不活動」

に関して社会経済的要因の影響を受けやすい個人・集団を特定し、身体活動量を維持・増加

させる働きかけについて、それぞれの特性に応じた内容や方法を検討することが求められ

る。 

また、本研究の結果はいずれもベースライン時の調査結果を用いているため、因果関係に

ついては言及することはできない。縦断的に身体不活動と社会経済的要因との関連につい

て検討している先行研究は少ないことから、今後は縦断的な疫学研究を行い、因果関係につ

いてより詳細に検討することが求められる。 
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